


 



 
 

はじめに 

 

町では、2019（平成31）年3月に「大和町地域福祉計

画・地域福祉活動計画」（計画期間：2019（令和元）年

度から2028（令和10）年度までの10年間）を策定しま

した。「地域福祉」とは、全ての町民が安心して生活が送

れるように町民、福祉関係者、社会福祉協議会、行政が、

連携して地域課題の解決に取り組むことをいいます。これ

まで、本計画の基本理念である「人と人がつながり 明る

く元気なまち 大和～みんなで築こう 地域の和～」のも

と、様々な施策を実施してきました。しかし、ここ数年間

は、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、自由な外出

や人的交流が制限されるなど、不自由な生活を強いられました。この経験を通して、改めて、

人とのふれあいがとても大切であると実感された人も多いと思います。 

現在、国では、「地域共生社会」の実現を目指しています。これは、世代や分野を超えて

つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと

です。「個」の時代になり、地縁・血縁のつながりが薄れ、身寄りのない高齢者の孤独死や

虐待などの社会的孤立や生活困窮が浮き彫りになってきています。こうした社会的弱者が社

会からとり残されてしまうことがないように、地域住民が自ら、地域の様々な課題の解決の

ために、行政や福祉関係者と連携して活動していくことは、安心して生活できる地域共生社

会の実現に近づきます。 

日本では、幼い頃から、他人に迷惑をかけるなと教えられます。そのせいか、何か困った

事が起きても、他人に助けを求めず、自分でどうにかしようと考える人が多いように思われ

ます。インドでは、人に迷惑をかけて生きているのだから人のことも許すようにと教えられ

るそうです。日本にも「お互い様」という考え方があります。私たち一人ひとりが、もう少

し寛大な心で他人と接することができれば、誰もが住みよく生きやすい社会が実現できるの

ではないでしょうか。 

2023（令和５）年度は本計画の中間評価の年にあたり、町民の皆様や福祉関係者の方々

にアンケート調査にご協力いただき、貴重なご意見・ご要望を頂戴しました。また、地域福

祉計画推進協議会委員の皆様からも有意義なご提案等を頂戴しました。皆さんと一緒に、 

第5次総合計画でめざす将来像となる「しあわせめぐるまち」の実現のために、出来ること

から一つ一つ実行してまいります。 

 

2024（令和６）年３月 

 

大和町長 浅野 俊彦  



 
 

はじめに 

 

大和町社会福祉協議会では、町と協働、連携して

「誰もが住み慣れた地域で安心して健やかに暮らし

ていくことができる」地域社会を進めていくため、

行政計画である「地域福祉計画」と社会福祉協議会

の「地域福祉活動計画」を2019（平成31）年3月

に一体的に策定いたしました。 

この計画は、2019（令和元）年度から2028

（令和10）年度までを計画期間としており、大和

町と当協議会をはじめ地域福祉に関わる関係団体が連携して、これまで取り組ん

で参りました。 

近年、多発する自然災害や、新型コロナウイルス感染症の影響により、私たち

の生活は様々な側面において大きく変化しております。さらに、地域や家庭のつ

ながりの希薄化による社会的孤立や生活困窮、介護、子育てに関する不安など、

様々な福祉に係るニーズが顕在化しており、地域の福祉課題は益々深刻な状況と

なっております。国ではこれらの課題解決のため「地域共生社会」の実現を提起

しました。 

このような中、計画期間の中間年となる2023（令和５）年度に、これまでの

取組みを踏まえて中間見直しを行い、今後の取組みの充実を図るため推進協議会

等で審議を重ね貴重なご意見をいただきました。委員の皆様には心から感謝申し

上げます。 

結びに、大和町社会福祉協議会の運営に日頃からご支援いただいております町

民皆様をはじめ、福祉関係団体、企業等の皆様にお礼を申し上げますとともに、

今後ともさらなるお力添えをお願い申し上げます。  

 

2024（令和６）年３月 

 

社会福祉法人 大和町社会福祉協議会  

会長  田村 雄二 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 地域福祉とは 

（１）地域福祉の考え方について 

地域福祉の「福祉」という言葉の意味はどのようなものでしょうか。 

「福祉」とは、高齢者福祉、障がい者福祉及び児童福祉などといった対象者ごとに分かれた

「行政などによるサービスの提供」や「一部の困っている人に対する支援」だけではなく、全て

の人に等しくもたらされるべき「しあわせ」のことであり、誰もが安心して暮らせる幸せな生活

を推進していくことを指します。 

そして、私達の住む町では地域とのつながりの希薄化、一人暮らし高齢者の増加、生活困窮な

ど、様々な地域課題が浮き彫りとなっています。このように多様化している課題に対して、重要

となるのが「地域福祉」という考え方です。 

「地域福祉」とは、全ての町民が安心して生活が送れるように町民、福祉関係者、社会福祉協

議会、行政などがそれぞれの役割を果たしながら地域全体で力を合わせて課題解決に取り組むこ

とをいいます。 

 

■ 地域福祉のイメージ 
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（２）地域福祉を進めるうえで重要な視点 

①「自助」「互助」「共助」「公助」の考え方 

今後、地域福祉を推進するためには、町民・福祉関係者・社会福祉協議会・行政などがそれぞ

れの役割を果たすとともにお互いに力を合わせ、「自助」「互助」「共助」「公助」に取り組ん

でいくことが重要となります。 

その中でも今後、団塊のジュニア世代、さらに団塊ジュニアのジュニア世代で介護者不足や高

齢化等が課題となっており、誰もが住み慣れた地域で暮らしていくためには行政だけでなく 

地域の中での住民同士の助け合いや支え合い（互助・共助） 

 

を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

■ 「自助」「互助・共助」「公助」のイメージ 

 

互助 
身近な隣近所で 

課題解決 

共助 
地域全体で 

課題解決 

例えば… 
・見守り活動 
・地域の交流 
・助け合いの活動 

自助 
個人や家族で課題解決 

公助 
町民同士で解決できない

課題は行政が解決 

 

 
例えば… 
・児童福祉サービス 
・高齢福祉サービス 
・障がい福祉サービス 

 

 

例えば… 
・近所の人への
あいさつ 

・健康維持 
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②地域共生社会の実現 

国においては、2016（平成28）年７月に『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部が設置さ

れました。 

“地域共生社会”とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超

えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創って

いく社会のことをいいます。 

その中で、従来高齢者分野に限られていた「地域包括ケア1」の理念を普遍化し、個別福祉分野

の縦割りにとらわれない包括的な支援体制を構築していくことが目指されており、福祉分野の共

通事項を記載する「地域福祉計画・地域福祉活動計画」の重要性が強調されています。 

本計画は、高齢者や障がい者など個別の福祉計画の上位計画として位置付けられているもので

すが、単なる個別計画のまとめ直しではなく、それらを有機的につなげ、また個別計画だけでは

網羅できない隙間を補完していく計画としての機能を持っています。 

特に、地域共生社会の実現のために地域住民の参画と協働が必要となる中で、本計画は地域課

題を「他人ごと」ではなく『我が事』としてとらえ、地域の中でできることからはじめてみるき

っかけづくりの役割も担っているといえます。 

 

■ 地域福祉の領域イメージ 

 

 

  

 
1 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために必要な支援体制の構築 

高齢者の福祉 障がい者の福祉 児童の福祉 健康等 

高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画等
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子ども・子育て支援 

事業計画等に基づく
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て支援サービス等の

提供 

健康増進計画等に 
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進や母子保健機能の

充実等 

各福祉で共通して取り組むべき事項 
例）制度の狭間の問題、生活困窮、子どもの貧困、

権利擁護、自死予防、虐待防止など 

【市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項】 

・福祉サービスの適切利用の促進 

・社会福祉事業の健全な発達 

・地域福祉活動への住民参加の促進 

・包括的な支援体制の整備  など 
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③包括的支援体制による地域づくりの強化 

本町においても、地域共生社会の実現に向けて、住民それぞれが地域課題を『我が事』として

とらえ、解決する力の強化及びそれを支援する取り組み、様々な相談などを『丸ごと』に受け入

れることができる場の整備、そして、制度や分野等の枠組みを超えた総合的な相談支援体制づく

りが求められています。 

今後、住民相互の助け合い・支え合いに加えて、福祉に限らず、産業、防災・防犯、教育、環

境、交通等の分野との連携により、困難を抱える人の活躍の場や就労の場を確保するなど、包括

的な支援体制による地域課題の解決で、安心して暮らせるまちづくりを進めていきます。 

 

■ 地域における住民主体の課題解決力強化・包括的相談支援体制のイメージ 
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２ 計画策定の背景 

（１）国・全国社会福祉協議会の動向 

国において、2000（平成12）年に社会福祉事業法が社会福祉法に改正され、この法律の中で

「地域福祉の推進」を基本理念とした市町村地域福祉計画の策定が示されており、その後も様々

な通知が示されました。 

また、2016（平成28）年には『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部を立ち上げ、社会的

孤立や生活困窮等の問題も含め、子ども・高齢者・障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生

きがいをともに創り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現を目指した方向性が出され

ています。 

さらに、2018（平成30）年の社会福祉法の一部改正では、地域住民が自ら、地域の様々な分

野にわたる生活課題を把握し、その解決に向けて各種支援機関と連携しながら活動することが、

地域福祉の理念として掲げられました。 

■国・社会福祉協議会の動向 

〇地域共生社会の実現に向けた取り組み 

2015年 新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン 

2016年 
「ニッポン一億総活躍プラン」にて、「我が事・丸ごと」地域共生社会本部 

設置 

2017年 地域力強化検討会の設置 

〇社会福祉法の改正 

2018年 社会福祉法改正にて、地域福祉の理念を規定 

2020年 重層的支援体制整備事業創設（努力義務） 

〇児童福祉法の改正 

2016年 
妊娠期から子育て期にわたる支援「子育て世代包括支援センター」に関する 

規定 

〇障害者総合支援法の改正 

2018年 自立生活援助サービスの創設 

〇障害者差別解消法 

2016年 行政機関が事業者等へ合理的配慮を求める 

〇自殺対策基本法の改正 

2016年 自殺対策は包括的な支援として総合的に実施することが示される 

〇成年後見制度の利用の促進に関する法律の施行 

2016年 

認知症や知的障がい、その他精神上の障がいがあることにより財産の管理や日

常生活等に支障がある人たちを社会全体で支え合うことが、高齢社会における 

喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に資すること 

〇再犯の防止等の推進に関する法律の施行 

2016年 安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与するために規定 
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（２）宮城県・宮城県社会福祉協議会の動向 

宮城県内では、2011（平成23）年３月に発生した東日本大震災を受けて各自治体において、

被災者の生活支援やコミュニティの再構築が行われ、住民同士の助け合い・支え合いによる地域

での自立した生活を支援する「地域福祉」の重要性が認識されており、県では2021（令和３）

年３月に『共に支え合い、安心していきいきと暮らせる地域共生社会の形成』を基本理念とする

「宮城県地域福祉支援計画（第４期）」を策定しています。 

また宮城県社会福祉協議会においても、社会情勢の変化や制度改革など、新たな課題に対応し、

計画的・総合的に地域福祉の推進を図るため、2022（令和４）年に、宮城県と宮城県社会福祉

協議会のほか、行政・市町村社会福祉協議会、福祉関係団体で構成される宮城県地域共生社会推

進会議を設立しました。2023（令和５）年には、「宮城県社会福祉協議会第３期地域福祉推進

計画」を策定しています。 

 

（３）大和町・大和町社会福祉協議会の動向 

本町では、これまで高齢・障がい・子ども・健康など各福祉分野において取り組みを進めてき

ました。しかし、少子高齢化や多様化している地域課題に対応していくためには、行政や社会福

祉協議会だけではなく、町民・福祉関係者などとの協働、分野を横断した取り組みを進めていく

必要があります。 

そこで大和町及び大和町社会福祉協議会では、2019（令和元）年に国が示す「地域共生社会」

の理念を踏まえ、住み慣れた地域で、誰もが安心して暮らし続けることができるよう、町として

の地域福祉の理念や方向性、具体的な活動を示す「大和町地域福祉計画・地域福祉活動計画」を

一体的に策定しています。 
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３ 計画の位置付け 

（１）地域福祉計画 

地域福祉計画は、社会福祉法第107条に基づく「市町村地域福祉計画」であり、市町村の将来

を見据えた地域福祉のあり方や推進に向けての基本的な方向を定める計画です。 

町の地域福祉を推進するためには、町として地域福祉の「理念」と「仕組み」を示していくこ

とが重要です。そのため町の各種計画も踏まえ、「地域福祉計画」において地域福祉の「理念」

と「仕組み」を定めます。 

 

（２）地域福祉活動計画 

社会福祉協議会は、社会福祉法第109条の中で「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」

と定義されており、町民やボランティア、福祉関係者・行政機関等と連携しながら地域福祉を推

進し、住み慣れた地域で誰もが安心して暮らせるまちづくりの実現を目指しています。 

そのため「地域福祉活動計画」において、町が策定する「地域福祉計画」と連携し、町民及び

福祉関係者や事業所が、地域福祉推進に関わるための具体的な活動を定めます。 

 

（３）地域福祉計画・地域福祉活動計画の関係性 

地域福祉を計画的・効率的に展開するためには、行政等による公的な福祉サービスと町民によ

る福祉活動、民間の福祉サービス機関・団体等による活動が一体となり、包括的に支援していく

仕組みづくりが必要です。 

そのため、町が策定する「地域福祉計画」と社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動計画」

を一体的に策定し、「地域福祉計画」の理念に基づき、相互に公的なサービスの提供や地域の自

主的な行動について定め、役割分担や連携を図り、支援が必要な人の日常生活を支える体制づく

りを行い、「地域共生社会の実現」を進めます。 

■両計画の関係性 

 

  

地域福祉計画 地域福祉活動計画 

地域福祉を推進するための 

 

「理念」「仕組み」 

地域福祉を推進するため 

の町民などの地域主体の

自主的・自発的な 

「行動計画」 

役割分担、相互連携、補完、補強 
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■地域福祉計画関連条文 社会福祉法一部改正（2021（令和３）年４月１日施行） 
 

社会福祉法（抄） 
（地域福祉の推進） 

第４条 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以下

「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構

成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が

確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域住民及びその世帯

が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態

若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関

する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要

とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の

課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機

関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとす

る。 

（市町村地域福祉計画） 

第107条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以

下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組

むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民

等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよ

う努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

第109条 市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域において次に掲

げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であって、その区域内にお

ける社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ指

定都市にあってはその区域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護

事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の市及び町村にあってはその区域内における社会福祉

事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

二 社会福祉に関する活動への住民参加のための援助 

三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

四 前３号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 
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（４）各種行政計画との関係性 

町の最上位計画である「大和町総合計画」や各福祉計画（高齢者福祉計画・介護保険事業計画、

障がい者基本計画・障がい（児）福祉計画、子ども・子育て支援事業計画、健康増進計画・自死

予防対策プラン等）と整合・連携を図りながら、福祉分野の上位計画として町民主体のまちづく

りや幅広い町民の参加をもとに町民の生活全般にわたる福祉向上を図ります。 

 

■各種計画との関係性 

 

 

 

  

大和町総合計画 

大
和
町
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画 

大
和
町
障
が
い
者
基
本
計
画
・
障
が
い
（
児
）
福
祉
計
画 

大
和
町
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

健
康
た
い
わ

プ
ラ
ン
（
大
和
町
健
康
増
進
計
画
） 

大
和
町
自
死
予
防
対
策
プ
ラ
ン 

そ
の
他
関
連
計
画 

大
和
町
地
域
福
祉
計
画 

（整合性と連携を図って策定） 

大
和
町
社
会
福
祉
協
議
会 

地
域
福
祉
活
動
計
画 

宮
城
県
地
域
福
祉
支
援
計
画 

一体化 
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４ 計画の期間 

本計画の期間は、2019（令和元）年度から2028（令和10）年度までの10年間とし、

2023（令和５）年度に中間評価を行います。なお、社会情勢、制度の改正、町民ニーズの変化

などに柔軟に対応するため、必要に応じて計画の見直しを行います。 

なお、2023（令和５）年度時点で、関連計画の改訂が行われており、これらの計画との整合

を図りながら、改訂を進めています。 

 

 
2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

大和町総合計画 

          

第四次 
第五次 

大和町まち・ひと・しごと創生総合戦略を抱合 
          

大和町 

地域福祉計画・ 

地域福祉活動計画 

          

本計画 

    

 

     
中間 

評価 

 

大和町 

高齢者福祉計画及び 

介護保険事業計画 

          

第７期 第８期 第９期   

          

大和町 

障がい者基本計画 

          

第４次 第５次 

          

大和町 

障がい福祉計画 

          

第５期 第６期 第７期   

          

大和町 

障がい児福祉計画 

          

第１期 第２期 第３期   

          

大和町 

子ども・子育て支援 

事業計画 

          

第１期 第２期 第３期 

          

健康たいわ21プラン 

（大和町健康増進計画） 

          

第２次 第３次 

          

大和町自死予防 

対策プラン 

          

第２次 第３次 
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５ 計画の策定体制 

計画の策定にあたっては、以下のような体制により、現状や課題を把握するとともに、計画の

内容について協議を進めました。 

 

地域福祉計画・

地域福祉活動計

画策定のための

町民アンケート

調査 

（町内在住の20 

歳以上の方） 

地域福祉に関する

関係団体アンケー

ト調査 

（町内及び近隣市

町村の福祉関係

者） 

地域福祉計画・ 

地域福祉活動計画

策定に向けた地区

懇談会 

地域福祉おこし

事業研修会 

（講師に大橋謙

策 氏 を お 招 き

し、地域福祉に

関する講演会を

庁内職員向けと

町民向けに２日 

間実施） 

その他 

・統計資料 

・既存計画等 

 

 

地域福祉計画策定庁内委員会 
現状や課題を踏まえて、地域福祉の推進に向けた具体的な取り組み・役割分担に関し、庁内に 

おいて計画素案の作成作業を行う。 

現状・課題の

把握と整理 

 

基本理念・基本目標の検討 
施策・活動の

方向性の検討 

計画素案の提示 
     

意見・提案等 

地域福祉計画推進協議会・地域福祉活動計画策定委員会 

・計画の内容の協議 

・現状や課題を踏まえ、様々な視点から地域福祉の推進に向けた基本理念や施策等を協議 

 

 

 

 

その他庁内会議等 
パブリックコメント 

原案の検討・確定 

地域福祉計画策定庁内委員会 

地域福祉計画推進協議会・地域福祉活動計画策定委員会・庁内会議等による原案の審議・確定 

地域福祉計画・地域福祉活動計画策定 
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６ 地域福祉圏域の設定 

隣近所や自治組織など住民に最も身近な活動から広域での取り組みまで、取り組み内容によっ

て活動の範囲を変えるなど、福祉の支援を必要とする人を重層的に支えることができる地域づく

りを目指します。 

また、地区によって人口や資源等の状況が異なるため、包括的支援圏域において、３地区の包

括的支援体制圏域²を設定し、高齢・障がい・子育てなど分野に限らず、包括的に支援する体制の

構築に取り組んでいきます。地区2 

 
※本圏域設定は、高齢者福祉計画・介護保険事業計画における生活支援体制整備事業の圏域とは異なります。 

 

 

 
2 旧町村及び新興住宅地の地区割りを基本とした地域活動の圏域 

 

大和町 

 

 

包括的支援圏域 

 

地区 

 
行政区 

隣近所・班 

大和町 

○相談体制の充実、情報提供、サービス調整、関係機関

との連絡調整など、地域福祉全般のとりまとめ 

包括的支援体制圏域 

（吉岡・吉田/宮床・小野・もみじケ丘・杜の丘/鶴巣・落合） 

○包括的な支援体制の構築（コミュニティ同士の連携 

体制の充実、関係団体との連絡調整、地域課題の共

有、相談窓口の設置など） 

地区：６地区 

（吉岡/宮床・小野/吉田/鶴巣/落合/もみじケ丘・杜の丘） 

○各種行事による交流・社会参加活動など 

行政区：62地区 

○集いの場活動、防犯・防災活動、町政情報の共有など 

隣近所・班 

○見守りや声かけによる身近な助け合いなど 
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第２章 大和町の地域福祉を取り巻く現状と課題 

１ 統計からみる現状 

（１）人口の状況 

総人口の推移をみると、2019（令和元）年の28,467人から2023（令和５）年の28,098人

と４年間で369人（1.3％減）となっています。年齢４区分別にみると、０～14歳と15～64歳

はやや減少し、65～74歳と75歳以上はやや増加しています。なお、2023（令和５）年の高齢

化率は23.6％となっています。 

■総人口と年齢４区分別人口の推移 

 
出典：住民基本台帳（各年３月31日現在） 

■年齢４区分別人口比の推移 

 
出典：住民基本台帳（各年３月31日現在） 

4,011 3,949 3,847 3,722 3,869

17,812 17,700 17,591 17,526 17,611

3,271 3,461 3,502 3,436 3,400

3,373 3,332 3,371 3,472 3,218

28,467 28,442 28,311 28,156 28,098

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
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（単位：人）

75歳以上

65～74歳

15～64歳

0～14歳

14.1 13.9 13.6 13.2 13.8

62.6 62.2 62.1 62.2 62.7

11.5 12.2 12.4 12.2 12.1

11.8 11.7 11.9 12.3 11.5
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10.0%

20.0%

30.0%

40.0%
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60.0%

70.0%

80.0%

90.0%
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2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

(単位：％）

75歳以上

65～74歳

15～64歳

0～14歳
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（２）世帯の状況 

世帯数の推移をみると、2019（令和元）年の11,776世帯から2023（令和５）年の12,342

世帯と４年間で566世帯（4.8％増）となっています。一方、一世帯当たりの人員は2019（令

和元）年以降低下しており、2023（令和５）年には2.28人となっています。また、高齢者世帯

の推移をみると、2015（平成27）年を除き、高齢者夫婦世帯が高齢者単身世帯を上回っていま

す。 

■総世帯数及び一世帯当たり人員の推移 

 

出典：住民基本台帳（各年３月31日現在） 

■高齢者世帯の推移 

 

出典：国勢調査 

 

11,776 11,967 12,092 12,148 12,342

2.42 2.38 2.34 2.32 2.28
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15 
 

（３）支援を必要とする人の状況 

要支援・要介護認定者数の推移をみると、2021（令和３）年以降減少傾向が続いており、

2023（令和５）年には1,127人となっています。要介護度別では、要支援１と要支援２、要介

護１が増加しています。また、65歳以上の要介護認定者出現率の推移をみると、2020（令和２）

年に75～79歳が44.58％と急激に上昇しており、その他の年齢層では増減を繰り返して推移し

ています。 

障害者手帳所持者数の推移をみると、身体障害者手帳では2020（令和２）年以降減少傾向が

続いており、療育手帳と精神障害者保健福祉手帳では増加傾向にあります。 

生活保護受給世帯及び受給者数の推移をみると、世帯数は2019（令和元）年以降増加してお

り、2023（令和５）年には275人となっています。また、生活保護受給世帯の中で、高齢者世

帯が各年度とも５割を占めており、最も多くなっています。 

■要支援・要介護認定者の推移 

 
出典：介護保険事業状況報告（各年３月31日現在） 

■65歳以上の要介護認定者出現率3の推移 

 
出典：介護保険事業状況報告（各年３月31日現在） 

 
3 各年代の人口に占める要介護認定者の割合 

85 81 115 147 147
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135 133

192 212
234
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要介護２

要介護１

要支援２

要支援１
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■障害者手帳所持者の推移 

 
出典：保健福祉課（各年３月31日現在） 

 

■生活保護受給世帯及び受給者の推移 

 
出典：宮城県仙台保健福祉事務所（各年３月31日現在） 
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（４）地域の状況 

各地区の人口の推移をみると、吉岡地区と宮床・小野地区、吉田地区では増加しており、鶴巣

地区と落合地区、もみじケ丘・杜の丘地区では減少しています。 

ボランティア登録者数は、2021（令和３）年以降増加傾向が続いており、2023（令和５）

年には1,187人となっています。また、ボランティア登録団体数は、増減を繰り返して推移して

おり、2023（令和５）年には62団体となっています。 

 

■各地区の人口の推移 

 
※福祉施設等の利用者を除く 出典：住民基本台帳（各年３月31日現在） 

 

■ボランティア登録団体数及び登録者数の推移 

 
出典：大和町社会福祉協議会（各年３月31日現在） 
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２ 町民アンケート調査からみる現状 

（１）調査の目的 

本計画の中間見直しにあたり、町民の皆さんの福祉に対する考え方、地域活動への参加状況な

どを把握するとともに、ご意見・ご要望をうかがい、計画中間見直しに反映するためにアンケー

ト調査を実施しました。「（２）調査結果」については、一部抜粋しています。 

○調査対象：町内居住の18歳以上の方 

○調査期間：2022（令和４）年10月14日～2022（令和４）年10月28日 

○調査方法：郵送配付・郵送回収、WEB回答 

○配付・回収： 

種別 配付数 回収数 回収率 

合計 1,997票 692票 34.7％ 
※調査票の返却３票あり 

※年齢別や地区別のクロス集計については、全体の合計に年齢や地区が「不明・無回答」の場合も含んで

いるため、年齢別や地区別のそれぞれの回答者数の合計と全体の合計が異なる場合があります。 

 

＜参考＞2016（平成28）年度調査 
○調査対象：町内居住の20歳以上の方 

○調査期間：2017（平成29）年12月１日～2017（平成29）年12月18日 

○調査方法：郵送配付・回収 

○配付・回収： 

種別 配付数 回収数 回収率 

合計 2,000票 788票 39.4％ 

 

（２）調査結果 

①回答者の基本属性について 

○性別は、「男性」が44.4％、「女性」が53.5％、「その他、答えたくない」が0.4％となってい

ます。 

 

■性別（単数回答） 

 
 

  

44.4 53.5

0.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 その他、答えたくない 無回答

問1 性別

ｎ=692
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○年齢は、「70～74歳」が19.8％と最も多く、次いで「40歳代」が17.3％、「30歳代」が

12.7％となっています。 

 

■年齢（単数回答） 

 
 

○居住地区は、「吉岡」が27.2％と最も多く、次いで「もみじケ丘・杜の丘」が23.0％、「吉岡

南・吉岡まほろば二丁目」が16.3％となっています。 

 

■居住地区（単数回答） 

 

 

  

4.6 

12.7 

17.3 

11.6 

11.6 

10.0 

19.8 

10.8 

1.6 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

10歳代・20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

無回答

ｎ=692

問2 年齢

27.2 

16.3 

6.9 

9.0 

9.2 

6.6 

23.0 

1.7 

0% 10% 20% 30%

吉岡

吉岡南・吉岡

まほろば二丁目

宮床・小野

吉田

鶴巣

落合(まいの)

もみじケ丘・杜の丘

無回答

ｎ=692問3 居住地区
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②前回調査からの推移 

○日常生活での不安や悩みについて、前回調査と比較すると、「仕事に関すること」は23.7％から

17.1％へ6.6ポイント、「自分や家族の生活（進学、就職、結婚）上の問題」は24.5％から

18.9％へ5.6ポイント低下しています。その他の項目は、１～２ポイント程度の変化となってい

ます。 

 

■日常生活での不安や悩み（複数回答） 

 
 

○家族や隣近所の人から不安や悩みの相談を受けた経験について、前回調査と比較すると、「あ

る」は41.6％から39.6％へ2.0ポイントの低下であり、大きな変化はみられません。 

 

■家族や隣近所の人から不安や悩みの相談を受けた経験（単数回答） 

 

54.6

30.2

23.7

41.8

12.1

15.2

7.2

24.5

3.6

9.3

2.4

53.3

29.2

17.1

44.2

14.5

12.4

5.5

18.9

5.8

11.1

0.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

自分や家族の健康に関すること

介護に関すること

仕事に関すること

生活費など経済的問題

近所との関係

育児・子育てに関すること

家族間の問題(嫁姑問題など)

自分や家族の生活(進学、就職、結婚)上の問題

その他

特にない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人）
(%)

41.6

39.6

56.2

60.1

2.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2017年

（788人）

2022年

（692人）

ある ない 無回答
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○地域の生活課題へ住民相互の自主的な助け合い・支え合いは必要かについて、前回調査と比較す

ると、「必要だと思う」と「どちらかといえば必要だと思う」の合計は、86.9.％から84.8％へ

2.1ポイント低下しており、住民相互の助け合い・支え合いの浸透は停滞していると考えられま

す。 

 

■地域の生活課題へ住民相互の自主的な助け合い・支え合いは必要か（単数回答） 

 
 

○ボランティア活動への参加について、前回調査と比較すると、「ほとんど参加する」は145.％か

ら10.5％へ4.0ポイント、「行事の内容により参加する」は33.6.％から29.2％へ4.4ポイント

低下しています。 

 

■ボランティア活動への参加について（単数回答） 

 

26.5

42.5

60.4

42.3

2.7

12.4

1.0

1.7

6.7

2.7

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年

（788人）

2022年

（692人）

必要だと思う どちらかといえば必要だと思う あまり必要だと思わない

必要だと思わない わからない（2017年のみ） 無回答

必要だと思う＋どちらかといえば必要だと思う：86.9％

84.8％

3.0

14.5

16.9

33.6

29.9

2.0

2.6

10.5

18.8

29.2

38.4

0.4

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

必ず参加する

ほとんど参加する

たまに参加する（2017年のみ）

過去に参加したことはあるが、今は参加していない

（2022年のみ）

行事の内容により参加する

参加したことはない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人） (%)
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○ボランティア活動に参加しない理由について、前回調査と比較すると、「どのような行事や活動

があるかわからない」は19.1％から25.9％へ6.8ポイント、「参加方法がわからない」は

14.0％から20.7％へ6.7ポイント上昇しています。今回新設した「いつ、どこで活動している

か、わからない」は33.8％と1/3以上の回答を得ており、活動の情報不足による不参加が増えて

いるとみられます。 

○なお、「興味がない」は28.4％から20.7％へ7.7ポイント低下しており、活動そのものへの関心

は高まっていると考えられます。 

 

■ボランティア活動に参加しない理由について（複数回答） 

 

  

13.6

45.8

19.1

14.0

0.4

8.5

22.9

28.4

19.5

8.5

2.1

16.2

43.2

25.9

20.7

33.8

7.9

21.4

20.7

19.2

7.9

4.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

行政区・町内会等の団体に入っていない

仕事などの都合で機会がない

どのような行事や活動があるかわからない

参加方法がわからない

家族の協力・理解がない（2017年のみ）

いつ、どこで活動しているか、わからない

（2022年のみ）

体調がすぐれない

知り合いがいない

興味がない

付き合いになじめない

その他

無回答

2017年（236人） 2022年（266人） (%)
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○隣近所とのお付き合いの程度について、前回調査と比較すると、「顔が会えば立ち話をする程

度」は32.1％から42.1％へ10.0ポイント上昇しています。 

○その反対に、「あいさつをする程度」は40.7％から36.3％へ4.4ポイント低下しています。 

 

■隣近所とのお付き合いの程度について（単数回答） 

 
 

○今後の隣近所とのお付き合いの程度について、各選択肢で大きな変化はみられず、従来と同様の

近所付き合いが続けられているとみられます。 

 

■今後の隣近所とのお付き合いの程度について（単数回答） 

 

  

17.9

32.1

40.7

4.8

1.6

2.8

9.4

42.1

36.3

6.9

2.3

3.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

家を行き来するなど親しく付き合っている

（2017年のみ）

困りごとを相談できるほど親しい

（2022年のみ）

顔が会えば立ち話をする程度

あいさつをする程度

ほとんどない

隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人） (%)

14.2

12.4

79.3

79.9

3.8

4.8

2.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2017年

（788人）

2022年

（692人）

もっと広げたい 今のままでよい できるなら控えたい 無回答
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○居住地区の問題や課題について、前回調査と比較すると、「安心できる子どもの遊び場が少な

い」は17.5％から22.3％へ4.8ポイント、「道路や公園・空き地にごみが増えた」は11.5％か

ら16.0％へ4.5ポイント、「地域活動が活発でない」は8.4％から13.2％へ4.8ポイント上昇し

ています。 

○その反対に、「緊急時の対応体制がわからない」が24.6％から20.7％へ3.9ポイント、「特にな

い」は22.1％から17.9％へ4.2ポイント低下しており、問題・課題の対象が変化しています。 

 

■居住地区の問題や課題について（複数回答） 

  

11.2

17.5

8.8

24.6

9.3

15.7

11.5

10.7

5.6

1.5

18.7

20.7

7.6

8.4

5.5

5.3

10.0

6.5

22.1

5.1

10.7

22.3

11.8

20.7

7.2

16.2

16.0

8.8

6.1

0.9

18.2

19.8

8.1

13.2

5.8

4.9

8.4

26.9

6.2

17.9

4.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

あいさつをしない人が多い

安心できる子どもの遊び場が少ない

高齢者・障がい者(児)の集まれる機会が少ない

緊急時の対応体制がわからない

災害時の避難場所がわからない

交通マナーが乱れている

道路や公園・空き地にごみが増えた

家庭内の子どもに対するしつけが不足している

地域で子どもの見守りがなされていない

子どもや高齢者、障がい者(児)に対する

虐待を見たり聞いたりする

隣近所との交流が少ない

世代間の交流が少ない

地域から孤立している人がいる

地域活動が活発でない

高齢者に対する理解が不足している

障がい者(児)に対する理解が不足している

健康づくりに対する意識が低い

新型コロナウイルス感染症予防対策のため、

地域活動が制限される（2022年のみ）

その他

特にない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人）
(%)
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○自身や家族に手助けが必要になったときに希望する支援について、前回調査と比較すると、「除

雪の手伝い」は24.0％から33.7％へ9.7ポイント、「災害時の手助け」は34.3％から42.3％へ

8.0ポイント上昇しており、緊急時の支援を期待する回答が増えています。 

○また、日常的な支援として「子どもの登下校時の見守り」は4.9％から9.0％へ4.1ポイント上昇

しているほか、今回の調査で新設した「買い物の手伝い」が16.2％、「お弁当の配食」が

12.0％、「一人暮らしのお年寄りなどの見守り」が20.7％となっており、一定のニーズがある

ものと考えられます。 

 

■自身や家族に手助けが必要になったときに希望する支援（複数回答） 

 

  

43.8

24.1

17.5

6.2

13.7

24.0

4.9

6.2

34.3

2.0

18.1

3.3

40.6

17.2

16.2

9.0

12.0

12.3

33.7

14.2

9.0

7.5

20.7

42.3

24.3

1.7

10.7

4.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

見守りや安否確認の声かけ

（2017年のみ）

安否確認の声かけ（2022年のみ）

話し相手

買い物や通院など外出の手伝い

（2017年のみ）

買い物の手伝い（2022年のみ）

家事の手伝い

お弁当の配食（2022年のみ）

悩み事の相談相手

除雪の手伝い

通院などの外出の付き添い

（2022年のみ）

子どもの登下校時の見守り

短時間の子どもの預かり

一人暮らしのお年寄りなどの見守り

（2022年のみ）

災害時の手助け

防犯のための見回り（2022年のみ）

その他

特に支援してほしいことはない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人） (%)
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○災害時の備えについて、前回調査と比較すると、「携帯ラジオ・ライトなどの防災関連の道具を

準備している」は65.2％から71.8％へ6.6ポイント、「食料や飲料水を準備している」は

44.2％から59.1％へ14.9ポイント、「常備薬・入れ歯や補聴器等無いと困るものを準備してい

る」は12.6％から26.2％へ13.6ポイント、「家具の転倒防止をしている」は27.2％から

35.5％へ8.3ポイント、「地震・洪水ハザードマップで防災情報を確認している」は11.5％から

29.0％へ17.5ポイント上昇するなど、多くの町民が災害時に備えた取り組みを進めていると考

えられます。 

○「特に何もしていない」は16.6％から8.8％へ7.8ポイント低下しています。 

 

■災害時の備えについて（複数回答） 

 

  

65.2

44.2

12.6

23.1

27.2

19.0

22.0

7.4

11.5

0.3

16.6

3.6

71.8

59.1

26.2

27.3

35.5

22.3

23.0

8.4

29.0

0.7

8.8

1.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

携帯ラジオ・ライトなどの

防災関連の道具を準備している

食料や飲料水を準備している

常備薬・入れ歯や補聴器等

無いと困るものを準備している

避難する場所を決めている

家具の転倒防止をしている

スリッパやくつなどをいつでも

使えるように置いている

貴重品などをすぐに持ち出せる

ように準備している

耐震補強工事をしている

地震・洪水ハザードマップで

防災情報を確認している

その他

特に何もしていない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人） (%)
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○大和町の福祉サービスや福祉施設に関する情報の入手先について、前回調査と比較すると、「町

広報誌」は56.2％から45.2％へ11.0ポイント低下しています。なお、今回新設した「大和町社

会福祉協議会だより」で9.8％、「地区回覧板」で7.9％の回答がみられ、紙面から情報を収集し

ている町民が多いとみられます。 

○その反対に、「町ホームページ」が0.1％から5.5％に5.4ポイント上昇しており、情報入手の手

段の多様化が進みつつあると考えられます。 

 

■大和町の福祉サービスや福祉施設に関する情報の入手先について（単数回答） 

 

 

  

56.2

2.5

0.1

3.2

1.9

0.6

1.6

1.4

3.2

6.3

1.3

18.0

3.6

45.2

2.7

5.5

9.8

0.6

0.3

1.2

7.9

5.1

1.7

16.0

3.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

町広報誌

町役場の窓口

町ホームページ

インターネット（2017年のみ）

大和町社会福祉協議会だより（2022年のみ）

大和町社会福祉協議会窓口

民生委員・児童委員

保健福祉総合センター・その他福祉施設

隣近所の人（2017年のみ）

知人・友人（2017年のみ）

地区回覧板（2022年のみ）

入手先がわからない

その他

入手していない

無回答

2017年（788人） 2022年（692人） (%)
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③設問間クロス集計による傾向分析 

○町民の助け合い・支え合いの必要性（問13）を「近所付き合い（現状）」（問19）でクロス集

計すると、「困りごとを相談できるほど親しい」と「顔が会えば立ち話をする程度」の回答者で

は町民の助け合い・支え合いが「必要だと思う」、「あいさつをする程度」と「ほとんどな

い」、「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない」の回答者では、「どちらかといえば必

要だと思う」が最も高い割合となっています。 

○町民の助け合い・支え合いの必要性のうち、「必要だと思う」と「どちらかといえば必要だと思

う」を合わせると、近所付き合いが「困りごとを相談できるほど親しい」の回答者で96.9％みら

れます。また、「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない」では56.3％（16人中９人）

と半数程度ですが、その他の回答者では80％台となっており、多くの回答者は、町民の助け合

い・支え合いの必要性を感じているとみられます。 

 

■近所付き合い（現状）（問19）×町民の助け合い・支え合いの必要性（問13） 

 
 

○ボランティア活動への参加経験（問14）を「町民の助け合い・支え合いの必要性」（問13）で

クロス集計すると、「必ず参加する」と「ほとんど参加する」の合計が、町民の助け合い・支え

合いが「必要だと思う」の回答者では20.7％ですが、その他の回答者では10％以下、「必要だ

と思わない」の回答者では0.0％となっており、町民の意識と行動に関連性がみられます。 

 

■町民の助け合い・支え合いの必要性（問13）×ボランティア活動への参加経験（問14） 

 

  

合計 必要だと思う どちらかとい
えば必要だと
思う

あまり必要だ
と思わない

必要だと思わ
ない

無回答 必要だと思う
＋どちらかと
いえば必要だ
と思う

692 294 293 86 12 7 587
100.0 42.5 42.3 12.4 1.7 1.0 84.8

65 40 23 2 0 0 63
100.0 61.5 35.4 3.1 0.0 0.0 96.9

291 138 112 34 2 5 250
100.0 47.4 38.5 11.7 0.7 1.7 85.9

251 84 124 36 5 2 208
100.0 33.5 49.4 14.3 2.0 0.8 82.9

48 18 21 7 2 0 39
100.0 37.5 43.8 14.6 4.2 0.0 81.3

16 2 7 4 3 0 9
100.0 12.5 43.8 25.0 18.8 0.0 56.3

問13 町民の助け合い・支え合いの必要性

全体

問19
近所付き
合い
（現状）

困りごとを相談できるほど
親しい
顔が会えば立ち話をする程
度
あいさつをする程度

ほとんどない

隣近所にどんな人が住んで
いるのかわからない

合計 必ず参加す
る

ほとんど参
加する

過去に参加
したことは
あるが、今
は参加して
いない

行事の内容
により参加
する

参加したこ
とはない

無回答 必ず参加す
る＋ほとん
ど参加する

692 18 73 130 202 266 3 91
100.0 2.6 10.5 18.8 29.2 38.4 0.4 13.2

294 14 47 57 87 86 3 61
100.0 4.8 16.0 19.4 29.6 29.3 1.0 20.7

293 4 21 57 92 119 0 25
100.0 1.4 7.2 19.5 31.4 40.6 0.0 8.5

86 0 4 13 19 50 0 4
100.0 0.0 4.7 15.1 22.1 58.1 0.0 4.7

12 0 0 2 1 9 0 0
100.0 0.0 0.0 16.7 8.3 75.0 0.0 0.0

問14 ボランティア活動への参加経験

全体

問13
町民の助
け合い・
支え合い
の必要性

必要だと思う

どちらかといえば必要だ
と思う
あまり必要だと思わない

必要だと思わない
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○居住地域の民生委員・児童委員の認知状況（問18）を「近所付き合い（現状）」（問19）でク

ロス集計すると、「困りごとを相談できるほど親しい」の回答者では56.9％と半数以上となって

います。また、「顔が会えば立ち話をする程度」の回答者でも26.5％みられます。 

○「居住地区担当の民生委員・児童委員の名前も活動内容も知らない」は、「あいさつをする程

度」で63.7％、「ほとんどない」で77.1％（48人中37人）、「隣近所にどんな人が住んでい

るのかわからない」で87.5％（16人中14人）と半数以上となっています。 

 

■近所付き合い（現状）（問19）×居住地域の民生委員・児童委員の認知状況（問18） 

 
 

○近所付き合い（現状）（問19）を「生活困窮者支援の必要性」（問24）でクロス集計すると、

生活困窮者の支援が「とても必要だと思う」と「必要だと思う」、「わからない」の回答者では

現在の近所付き合いが「顔が会えば立ち話をする程度」、生活困窮者の支援が「あまり必要だと

思わない」と「必要だと思わない」の回答者では「あいさつをする程度」が最も高い割合となっ

ています。 

○生活困窮者支援の必要性を「とても必要だと思う」・「必要だと思う」の合計と、「あまり必要

だと思わない」・「必要だと思わない」の合計で比較すると、「とても必要だと思う＋必要だと

思う」の回答者では「困りごとを相談できるほど親しい」と「顔が会えば立ち話をする程度」、

「あまり必要だと思わない＋必要だと思わない」の回答者では「あいさつをする程度」、「ほと

んどない」、「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない」で比較的高い割合となっていま

す。 

 

■生活困窮者支援の必要性（問24）×近所付き合い（現状）（問19） 

 

合計 地域を担当する民
生委員・児童委員
の名前も活動内容
も知っている

地域を担当する民
生委員・児童委員
の名前は知ってい
るが、活動内容は
知らない

地域を担当する民
生委員・児童委員
の名前は知らない
が、活動内容は
知っている

居住地区担当の民
生委員・児童委員
の名前も活動内容
も知らない

無回答

692 133 103 108 323 25
100.0 19.2 14.9 15.6 46.7 3.6

65 37 13 4 10 1
100.0 56.9 20.0 6.2 15.4 1.5

291 77 57 53 102 2
100.0 26.5 19.6 18.2 35.1 0.7

251 17 28 45 160 1
100.0 6.8 11.2 17.9 63.7 0.4

48 1 4 5 37 1
100.0 2.1 8.3 10.4 77.1 2.1

16 1 0 1 14 0
100.0 6.3 0.0 6.3 87.5 0.0

問18 居住地域の民生委員・児童委員の認知状況

全体

問19
近所付き
合い
（現状）

困りごとを相談できるほ
ど親しい
顔が会えば立ち話をする
程度
あいさつをする程度

ほとんどない

隣近所にどんな人が住ん
でいるのかわからない

合計 困りごとを
相談できる
ほど親しい

顔が会えば
立ち話をす
る程度

あいさつを
する程度

ほとんどな
い

隣近所にど
んな人が住
んでいるの
かわからな
い

無回答 ほとんどない
＋隣近所にど
んな人が住ん
でいるのかわ
からない

692 65 291 251 48 16 21 64
100.0 9.4 42.1 36.3 6.9 2.3 3.0 9.2

92 9 37 33 7 2 4 9
100.0 9.8 40.2 35.9 7.6 2.2 4.3 9.8

355 37 161 123 20 3 11 23
100.0 10.4 45.4 34.6 5.6 0.8 3.1 6.5

44 2 17 18 5 1 1 6
100.0 4.5 38.6 40.9 11.4 2.3 2.3 13.6

23 1 3 11 4 4 0 8
100.0 4.3 13.0 47.8 17.4 17.4 0.0 34.8

153 13 62 58 11 6 3 17
100.0 8.5 40.5 37.9 7.2 3.9 2.0 11.1

447 46 198 156 27 5 15 32
100.0 10.3 44.3 34.9 6.0 1.1 3.4 7.2

67 3 20 29 9 5 1 14
100.0 4.5 29.9 43.3 13.4 7.5 1.5 20.9

あまり必要だと思わない
＋必要だと思わない

とても必要だと思う
＋必要だと思う

問24
生活困窮
者支援の
必要性

とても必要だと思う

必要だと思う

あまり必要だと思わない

必要だと思わない

わからない

問19 近所付き合い（現状）

全体
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○今後の近所付き合いのあり方（問20）を「町民の助け合い・支え合いの必要性」（問13）でク

ロス集計すると、今後の近所付き合いについて「もっと広げたい」は、町民の助け合い・支え合

いが「必要だと思う」の回答者で20.4％と比較的高い割合となっています。また、「どちらかと

いえば必要だと思う」の回答者は8.9％みられます。その一方で、「あまり必要だと思わない」

と「必要だと思わない」の回答者は0.0％となっています。 

○また、町民の助け合い・支え合いが「できるなら控えたい」は、「あまり必要だと思わない」の

回答者で12.8％、「必要だと思わない」の回答者で33.3％（12人中４人）となっています。な

お、「必要だと思う」の回答者でも1.0％が「できるなら控えたい」と回答しており、町民の助

け合い・支え合いの必要性を感じながらも、近所付き合いをためらう町民が少数みられます。 

 

■町民の助け合い・支え合いの必要性（問13）×今後の近所付き合い（問20） 

 

 

○今後の近所付き合いのあり方（問20）を「近所付き合い（現状）」（問19）でクロス集計する

と、「もっと広げたい」は、現在の近所付き合いについて「困りごとを相談できるほど親しい」

の回答者で20.0％と比較的高い割合となっています。その一方で「隣近所にどんな人が住んでい

るのかわからない」の回答者では0.0％となっています。 

○今後の近所付き合いを「できるなら控えたい」は、現在の近所付き合いで「ほとんどない」と

「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない」の回答者で比較的高い割合となっており、そ

れぞれ20.8％（48人中10人）、31.3％（16人中５人）となっています。 

 

■近所付き合い（現状）（問19）×今後の近所付き合い（問20） 

 

 

  

合計 もっと広げたい 今のままでよい できるなら控えたい 無回答
692 86 553 33 20

100.0 12.4 79.9 4.8 2.9
294 60 220 3 11

100.0 20.4 74.8 1.0 3.7
293 26 247 14 6

100.0 8.9 84.3 4.8 2.0
86 0 72 11 3

100.0 0.0 83.7 12.8 3.5
12 0 8 4 0

100.0 0.0 66.7 33.3 0.0

問20 今後の近所付き合い

全体

問13
町民の助
け合い・
支え合い
の必要性

必要だと思う

どちらかといえば必要だ
と思う
あまり必要だと思わない

必要だと思わない

合計 もっと広げたい 今のままでよい できるなら控えたい 無回答
692 86 553 33 20

100.0 12.4 79.9 4.8 2.9
65 13 52 0 0

100.0 20.0 80.0 0.0 0.0
291 28 257 5 1

100.0 9.6 88.3 1.7 0.3
251 40 198 13 0

100.0 15.9 78.9 5.2 0.0
48 5 33 10 0

100.0 10.4 68.8 20.8 0.0
16 0 11 5 0

100.0 0.0 68.8 31.3 0.0

問20 今後の近所付き合い

全体

問19
近所付き
合い
（現状）

困りごとを相談できるほ
ど親しい
顔が会えば立ち話をする
程度
あいさつをする程度

ほとんどない

隣近所にどんな人が住ん
でいるのかわからない
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○居住地区の問題や課題（問21）を「近所付き合い（現状）」（問19）でクロス集計すると、現

在の近所付き合いが「困りごとを相談できるほど親しい」と「顔が会えば立ち話をする程度」の

回答者では「新型コロナウイルス感染症予防対策のため、地域活動が制限される」、「あいさつ

をする程度」の回答者では「緊急時の対応体制がわからない」が最も高い割合となっています。

なお、「ほとんどない」と「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない」の回答者では「特

にない」の割合が最も高く、問題・課題の内容では、それぞれ「交通マナーが乱れている」、

「緊急時の対応体制がわからない」が最も高い割合となっています。 

○「隣近所との交流が少ない」では、近所付き合いの状況に関わらず10％から20％程度の回答が

みられ、大きな差はみられません。 

○その他、特徴的な回答として、「困りごとを相談できるほど親しい」の回答者では「道路や公

園・空き地にごみが増えた」、「あいさつをする程度」の回答者では「あいさつをしない人が多

い」が比較的高い割合となっています。 

 

■近所付き合い（現状）（問19）×居住地区の問題や課題（問21） 

 

  

合
計

あ
い
さ
つ
を
し
な
い
人
が
多
い

安
心
で
き
る
子
ど
も
の
遊
び
場
が
少
な
い

高
齢
者
・
障
が
い
者

(
児

)

の
集
ま
れ
る

機
会
が
少
な
い

緊
急
時
の
対
応
体
制
が
わ
か
ら
な
い

災
害
時
の
避
難
場
所
が
わ
か
ら
な
い

交
通
マ
ナ
ー

が
乱
れ
て
い
る

道
路
や
公
園
・
空
き
地
に
ご
み
が
増
え
た

家
庭
内
の
子
ど
も
に
対
す
る
し
つ
け
が
不

足
し
て
い
る

地
域
で
子
ど
も
の
見
守
り
が
な
さ
れ
て
い

な
い

子
ど
も
や
高
齢
者
、

障
が
い
者

(

児

)

に

対
す
る
虐
待
を
見
た
り
聞
い
た
り
す
る

隣
近
所
と
の
交
流
が
少
な
い

世
代
間
の
交
流
が
少
な
い

地
域
か
ら
孤
立
し
て
い
る
人
が
い
る

地
域
活
動
が
活
発
で
な
い

高
齢
者
に
対
す
る
理
解
が
不
足
し
て
い
る

障
が
い
者

(

児

)

に
対
す
る
理
解
が
不
足

し
て
い
る

健
康
づ
く
り
に
対
す
る
意
識
が
低
い

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
予
防
対
策

の
た
め
、

地
域
活
動
が
制
限
さ
れ
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

692 74 154 82 143 50 112 111 61 42 6 126 137 56 91 40 34 58 186 43 124 34
100.0 10.7 22.3 11.8 20.7 7.2 16.2 16.0 8.8 6.1 0.9 18.2 19.8 8.1 13.2 5.8 4.9 8.4 26.9 6.2 17.9 4.9

65 6 14 10 8 2 13 16 9 2 0 8 14 9 8 3 3 6 31 4 7 2

100.0 9.2 21.5 15.4 12.3 3.1 20.0 24.6 13.8 3.1 0.0 12.3 21.5 13.8 12.3 4.6 4.6 9.2 47.7 6.2 10.8 3.1

291 25 72 45 58 17 38 50 23 15 1 56 69 24 52 19 14 24 99 14 47 6

100.0 8.6 24.7 15.5 19.9 5.8 13.1 17.2 7.9 5.2 0.3 19.2 23.7 8.2 17.9 6.5 4.8 8.2 34.0 4.8 16.2 2.1

251 39 58 21 65 26 49 39 24 20 4 50 46 16 21 15 14 26 49 20 51 4

100.0 15.5 23.1 8.4 25.9 10.4 19.5 15.5 9.6 8.0 1.6 19.9 18.3 6.4 8.4 6.0 5.6 10.4 19.5 8.0 20.3 1.6

48 4 9 5 7 4 11 4 5 4 0 10 7 6 9 2 2 1 5 4 12 2

100.0 8.3 18.8 10.4 14.6 8.3 22.9 8.3 10.4 8.3 0.0 20.8 14.6 12.5 18.8 4.2 4.2 2.1 10.4 8.3 25.0 4.2

16 0 1 1 5 1 0 2 0 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 7 0

100.0 0.0 6.3 6.3 31.3 6.3 0.0 12.5 0.0 6.3 6.3 12.5 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 43.8 0.0

あいさつをする
程度

問
1
9
 
近
所
付
き
合
い
（

現
状
）

困りごとを相談
できるほど親し
い

ほとんどない

隣近所にどんな
人が住んでいる
のかわからない

問21 居住地区の問題や課題

顔が会えば立ち
話をする程度

全体
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○隣近所が介護・子育てで困っている場合の支援（問22）について「近所付き合い（現状）」（問

19）でクロス集計すると、「困りごとを相談できるほど親しい」と「顔が会えば立ち話をする程

度」、「あいさつをする程度」の回答者では「見守りや安否確認の声かけ」、「ほとんどない」

の回答者では「災害時の手助け」と「雪かき」、「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからな

い」の回答者では「特にできるものはない」が最も高い割合となっています。 

○「災害時の手助け」と「雪かき」は、「隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない」以外の

回答者で一定の割合の回答が得られており、近所付き合いの現状に関わらず比較的支援に参加し

やすい活動と認識されていると考えられます。 

○その他、特徴的な回答として、「見守りや安否確認の声かけ」が「困りごとを相談できるほど親

しい」の回答者で64.6％、「顔が会えば立ち話をする程度」の回答者で57.7％と半数以上とな

っています。また、「困りごとを相談できるほど親しい」の回答者で「普段の話し相手」と「悩

み事の相談相手」、「顔が会えば立ち話をする程度」の回答者で「普段の話し相手」が比較的高

い割合となっています。 

 

■近所付き合い（現状）（問19）×隣近所が介護・子育てで困っている場合の支援（問22） 

 

  

合
計

見
守
り
や
安
否
確
認
の
声
か
け

普
段
の
話
し
相
手

買
い
物
や
通
院
な
ど
外
出
の
手
伝
い

家
事

短
時
間
の
子
ど
も
の
預
か
り

子
ど
も
の
送
り
迎
え

高
齢
者
等
の
介
護

災
害
時
の
手
助
け

雪
か
き

悩
み
事
の
相
談
相
手

ご
み
出
し
の
手
助
け

そ
の
他

特
に
で
き
る
も
の
は
な
い

無
回
答

692 327 188 70 15 45 29 22 263 178 100 131 16 113 29
100.0 47.3 27.2 10.1 2.2 6.5 4.2 3.2 38.0 25.7 14.5 18.9 2.3 16.3 4.2

65 42 32 13 4 6 5 5 31 20 22 14 2 3 0
100.0 64.6 49.2 20.0 6.2 9.2 7.7 7.7 47.7 30.8 33.8 21.5 3.1 4.6 0.0

291 168 95 33 7 23 14 12 116 68 44 63 3 35 7
100.0 57.7 32.6 11.3 2.4 7.9 4.8 4.1 39.9 23.4 15.1 21.6 1.0 12.0 2.4

251 101 52 24 4 13 10 5 97 70 32 48 10 53 2
100.0 40.2 20.7 9.6 1.6 5.2 4.0 2.0 38.6 27.9 12.7 19.1 4.0 21.1 0.8

48 11 8 0 0 3 0 0 16 16 2 5 1 13 0
100.0 22.9 16.7 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 33.3 33.3 4.2 10.4 2.1 27.1 0.0

16 4 1 0 0 0 0 0 3 4 0 1 0 9 0

100.0 25.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.8 25.0 0.0 6.3 0.0 56.3 0.0

問22 隣近所が介護・子育てで困っている場合の支援

全体

問19
近所付き
合い
（現状）

困りごとを相談で
きるほど親しい
顔が会えば立ち話
をする程度
あいさつをする程
度
ほとんどない

隣近所にどんな人
が住んでいるのか
わからない
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○生活困窮者支援の必要性を「近所付き合い（現状）」（問19）でクロス集計すると、「とても必

要だと思う」と「必要だと思う」の合計が、「困りごとを相談できるほど親しい」の回答者では

70.8％となっているほか、「顔が会えば立ち話をする程度」の回答者で68.0％、「あいさつを

する程度」の回答者で62.2％と60％以上の回答となっています。その反対に「隣近所にどんな

人が住んでいるのかわからない」では31.3％（16人中５人）となっており、現在の近所付き合

いと生活困窮者支援の必要性の認識に関連性がみられます。 

 

■近所付き合い（現状）（問19）×介護・生活困窮者支援の必要性（問24） 

 

 

○生活困窮者支援の必要性を「支援を必要としている方への支援のあり方」（問25）でクロス集計

すると、「余計なお世話になってしまうので、支援はしない」と「わからない」の回答者では

「わからない」、その他の回答者では「必要だと思う」が最も高い割合となっています。 

○生活困窮者支援の必要性のうち、「とても必要だと思う」と「必要だと思う」を合わせると、

「地域に住む一員として、できる範囲で支援したい」の回答者は82.7％、「支援をしたいが、何

をすればいいのかわからない」の回答者は78.0％となっています。その一方で、「支援は町など

がやる仕事なので、地域でしなくてもよい」の回答者は41.2％（34人中14人）、「余計なお世

話になってしまうので、支援はしない」の回答者は38.8％（49人中19人）と半数以下となって

います。 

 

■支援を必要としている方への支援のあり方（問25）×生活困窮者支援の必要性（問24） 

 
 

 

合計 とても必
要だと思
う

必要だと
思う

あまり必
要だと思
わない

必要だと
思わない

わからな
い

無回答 とても必要だ
と思う＋必要
だと思う

692 92 355 44 23 153 25 447
100.0 13.3 51.3 6.4 3.3 22.1 3.6 64.6

65 9 37 2 1 13 3 46
100.0 13.8 56.9 3.1 1.5 20.0 4.6 70.8

291 37 161 17 3 62 11 198
100.0 12.7 55.3 5.8 1.0 21.3 3.8 68.0

251 33 123 18 11 58 8 156
100.0 13.1 49.0 7.2 4.4 23.1 3.2 62.2

48 7 20 5 4 11 1 27
100.0 14.6 41.7 10.4 8.3 22.9 2.1 56.3

16 2 3 1 4 6 0 5
100.0 12.5 18.8 6.3 25.0 37.5 0.0 31.3

問24 生活困窮者支援の必要性

全体

問19
近所付き
合い
（現状）

困りごとを相談できるほど親
しい
顔が会えば立ち話をする程度

あいさつをする程度

ほとんどない

隣近所にどんな人が住んでい
るのかわからない

合計 とても必
要だと思
う

必要だと
思う

あまり必
要だと思
わない

必要だと
思わない

わからな
い

無回答 とても必要だ
と思う＋必要
だと思う

692 92 355 44 23 153 25 447
100.0 13.3 51.3 6.4 3.3 22.1 3.6 64.6

150 33 91 6 2 17 1 124
100.0 22.0 60.7 4.0 1.3 11.3 0.7 82.7

132 22 81 6 2 19 2 103
100.0 16.7 61.4 4.5 1.5 14.4 1.5 78.0

229 24 129 20 2 52 2 153
100.0 10.5 56.3 8.7 0.9 22.7 0.9 66.8

34 3 11 4 9 7 0 14
100.0 8.8 32.4 11.8 26.5 20.6 0.0 41.2

49 6 13 5 7 18 0 19
100.0 12.2 26.5 10.2 14.3 36.7 0.0 38.8

19 0 10 1 0 8 0 10
100.0 0.0 52.6 5.3 0.0 42.1 0.0 52.6

55 4 18 2 1 29 1 22
100.0 7.3 32.7 3.6 1.8 52.7 1.8 40.0

問24 生活困窮者支援の必要性

全体

問25
支援を必
要として
いる方へ
の支援の
あり方

地域に住む一員として、でき
る範囲で支援したい
支援をしたいが、何をすれば
いいのかわからない
支援をしたいが、自分のこと
で精一杯でその余裕がない
支援は町などがやる仕事なの
で、地域でしなくてもよい
余計なお世話になってしまう
ので、支援はしない
その他

わからない
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④成果目標の中間検証 

○ アンケート調査結果に基づく成果目標（11項目）のうち、目標値に向けて前進している項目は

６項目、後退している項目は５項目あります。 

○ 前進している項目のうち、中間値が目標値の半分程度に到達している項目は、「大和町社会福

祉協議会を知っている町民の割合」（13.8％→19.8％、6.0ポイント上昇）、「生活困窮者を地

域で支えることが必要だと感じている町民の割合」（56.5％→64.6％、8.1ポイント上昇）の２

項目となっています。 

 

１ みんなで支え合う地域づくり 

（１）福祉意識の醸成 

 
 

（２）地域福祉活動の充実 

 

 
 

地域福祉の内容を知っている町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

11.8％ 

目標値 

（2028年） 

20.0％ 

中間値 

（2022年） 

12.9％ 

+1.1ポイント 

地域で起きる様々な生活課題に対し、町民相互の

自主的な助け合い、支え合いの関係が必要だと思

う町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

86.9％ 

目標値 

（2028年） 

95.0％ 

中間値 

（2022年） 

84.8％ 

-2.1ポイント 

地域で孤立しがちな人がいる場合に声かけや 

あいさつをする町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

50.8％ 

目標値 

（2028年） 

60.0％ 

中間値 

（2022年） 

51.9％ 

+1.1ポイント 
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２ 人と人がつながる地域づくり 

（１）地域のつながりの強化 

 
 

（２）地域課題の解決に向けた体制整備 

 
 

３ 安心して暮らせる地域づくり 

（１）防犯・防災対策の推進 

 
 

（２）生活環境の整備 

 
 

 

普段の隣近所の人との付き合いがある町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

90.7％ 

目標値 

（2028年） 

95.0％ 

中間値 

（2022年） 

87.7％ 

-3.0ポイント 

大和町社会福祉協議会を知っている町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

13.8％ 

目標値 

（2028年） 

25.0％ 

中間値 

（2022年） 

19.8％ 

+6.0ポイント 

日頃から地域の防災訓練に参加している町民の割

合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

23.4％ 

目標値 

（2028年） 

35.0％ 

中間値 

（2022年） 

25.9％ 

+2.5ポイント 

住んでいる地域での問題や課題として「道路や公園、

空き地にごみが増えた」と感じている町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

11.5％ 

目標値 

（2028年） 

減少 

中間値 

（2022年） 

16.0％ 

+4.5ポイント 
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（３）健康意識の向上と生きがいづくり 

 
※１ 選択肢「必ず参加する」、「ほとんど参加する」、「たまに参加する」の合計。 

※２ 選択肢「必ず参加する」、「ほとんど参加する」の合計。 

 

４ 適切な支援が受けられる地域づくり 

（１）相談支援・情報提供体制の充実 

 
 

（２）制度や福祉サービスの強化 

 
 

（３）自立した地域生活の構築 

 
 

地域の行事や活動に参加する町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

34.4％ ※１ 

目標値 

（2028年） 

45.0％ ※１ 

中間値 

（2022年） 

13.2％ ※２ 

-4.3ポイント 

17.5％ ※２ 

不安や悩みについて相談先がある町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

89.2％ 

目標値 

（2028年） 

95.0％ 

中間値 

（2022年） 

90.0％ 

+0.8ポイント 

町の福祉サービスや福祉施設を知っている町民の

割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

34.5％ 

目標値 

（2028年） 

45.0％ 

中間値 

（2022年） 

33.2％ 

-1.3ポイント 

生活困窮者を地域で支えることが必要だと感じて

いる町民の割合 

＜成果目標＞ 

現状値 

（2019年） 

56.5％ 

目標値 

（2028年） 

70.0％ 

中間値 

（2022年） 

64.6％ 

+8.1ポイント 
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３ 関係団体アンケート調査からみる現状 

（１）調査の目的 

本計画の中間見直しにあたり、町内及び近隣市町村で活動や事業を展開されている福祉関係者

の方々を対象に、現在の地域の状況やご意見・ご要望をうかがい、計画中間見直しに反映するた

めにアンケート調査を実施しました。 

○調査対象：町内に拠点のある各福祉団体・法人 

○調査期間：2022（令和４）年11月16日～2022（令和４）年11月31日 

○調査方法：郵送による配付・回収 

○配付・回収： 

種別 配付数 回収数 回収率 

町内活動団体 100票 62票 62.0％ 
 

＜参考＞2017（平成29）年度調査 

○調査対象：町内及び近隣市町村で活動や事業を展開している福祉関係者 

○調査期間：2018（平成30）年１月24日～2018（平成30）年２月７日 

○調査方法：郵送配付・回収（一部除く） 

○配付・回収： 

種別 配付数 回収数 回収率 

合計 100票 75票 75.0％ 

 

（２）調査結果 

①業務・活動 
○業務や活動を通して地域と連携して行っていることは、「特にない」が最も多く、次いで「地域

イベントの参加」、「地域交流に関するイベントの主催・実施」と「その他」となっています。 

○具体的な内容としては、バザーの開催や町内清掃活動、近隣の小学校・保育園との世代間交流と

各地区の一人暮らし高齢者の見守りや地域の企業と連携した職場体験等を行っています。 

 
■業務や活動を通して地域と連携して行っていること（複数回答） 

 

37.1

12.9

24.2

14.5

24.2

40.3

3.2

46.7

9.3

30.7

10.7

14.7

21.3

10.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

地域イベントへの参加

世代間交流に関するイベントの主催・実施

地域交流に関するイベントの主催・実施

住民活動の場所の提供

その他

特にない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75）
（％）
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○他の団体や機関との交流や連携は、「社会福祉協議会」が最も多く、次いで「行政区・町内

会」、「福祉施設」となっています。 

 

■他の団体や機関との交流や連携（複数回答） 

 
 

  

38.7

29.0

14.5

37.1

43.5

29.0

11.3

6.5

11.3

30.6

21.0

17.7

17.7

0.0

41.3

26.7

16.0

32.0

36.0

34.7

4.0

6.7

12.0

24.0

20.0

18.7

9.3

8.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

行政区・町内会

民生委員・児童委員

老人クラブ

福祉施設

社会福祉協議会

ボランティア団体

NPO法人

商店街

保育園(所)

小・中学校

保護者会・PTA

その他

特に関係はない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75）
（％）
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②地域の状況 

○地域での助け合いの意識は、「どちらかといえば高い」が最も多く、次いで「あまり高くな

い」、「高い」となっています。 

 

■地域での助け合いの意識（単数回答） 

 
 

 

○地域の問題点や不足しているものは、「地域での交流機会が少ないこと」が最も多く、次いで

「地域活動への若い人の参加が少ないこと」、「近所付き合いが減っていること」と「地域に関

心のない人が多いこと」となっています。 

 

■地域の問題点や不足しているもの（複数回答） 

 
 

  

12.9

4.0

54.8

53.3

22.6

34.7

1.6

2.7

8.1

5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度

（n=62）

2017年度

（n=75）

高い どちらかといえば高い あまり高くない 高くない 無回答

33.9

8.1

9.7

3.2

33.9

46.8

56.5

14.5

14.5

6.5

53.3

9.3

5.3

5.3

40.0

56.0

30.7

4.0

14.7

1.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

近所付き合いが減っていること

行政区・町内会等の活動に

参加しにくい雰囲気があること

ひとり親家庭、障がい者(児)

家庭への偏見があること

他人に干渉されプライバシー

が守られていないこと

地域に関心のない人が多いこと

地域活動への若い人の参加が少ないこと

地域での交流機会が少ないこと

その他

特にない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75） （％）



40 
 

○地域の問題点や不足しているものの中で事業所・団体で対応できることは、「地域での交流機会

を増やすこと」が最も多く、次いで「地域に関心のある人を増やすこと」、「地域活動への若い

人の参加を増やすこと」となっています。 

 

■地域の問題点や不足しているものの中で事業所・団体で対応できること（複数回答） 

 
 

○公的な福祉サービスでは解決できない問題は、「特にない」が最も多く、次いで「虐待等に関す

ること」、「高齢者等に関すること」となっています。 

 

■公的な福祉サービスでは解決できない問題（複数回答） 

 
  

17.7

19.4

25.8

32.3

30.6

45.2

11.3

11.3

4.8

18.7

18.7

13.3

29.3

30.7

45.3

2.7

24.0

1.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

近所付き合いが減っていることへの対応

行政区や町内会等の活動に

参加しやすい雰囲気づくり

ひとり親家庭、障がい者(児)

家庭への偏見を無くすこと

地域に関心のある人を増やすこと

地域活動への若い人の参加を増やすこと

地域での交流機会を増やすこと

その他

特にない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75） （％）

16.1

25.8

8.1

22.6

17.7

33.9

27.4

14.7

13.3

14.7

16.0

13.3

36.0

30.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

生活困窮等に関すること

虐待等に関すること

地域での孤立化に関すること

高齢者等に関すること

家族全員が何らかの課題を複合的に

抱えている状況に関すること

特にない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75） （％）
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○具体的に困っていることと必要な支援       一部抜粋 

・生活困窮等に関すること 

（内容）母子家庭や生活保護受給者以外の「隠れ貧困」世帯が増加傾向であったり、学習支援の場

や居場所のサポートを行っているが、教室会場までの送迎が難しい家庭がある。 

（支援）バザーを活用したランドセルやジャージ等の学習品の提供、学習生活支援や訪問支援・食

糧支援。 

 

・虐待等に関すること 

（内容）家族から高齢者への言葉等による虐待や、児童相談所が18歳未満までが対象のために高校

生年代のつなぎ目が少なく、見守りの目が少ない。 

（支援）関係団体との情報交換や地域包括支援センターへの相談、紹介。各所との連携。 

 

・地域での孤立化に関すること 

（内容）孤立化や市街化が進むことで転入者が増加し、地域で孤立・孤独にならないような配慮が

必要。また、相談できずにいる方への対応。 

（支援）PTAの様々な活動を通して地域・学校・保護者・児童相互のコミュニケーションを図った

り、各所と連携して関係機関につなぐ。 

 

・高齢者等に関すること 

（内容）交通関係の不便さや居所喪失高齢者の養護、出所した高齢者の支援と介護従事者の不足や

高齢障がい者の介護保険施設への移行。 

（支援）市町村の措置対象外となった高齢者の自費による受け入れや養護。ボランティアサービス

や他事業所との連携。 

 

・家族全員が何らかの課題を複合的に抱えている状況に関すること 

（内容）成年後見制度の活用や介護者の精神疾患、家庭環境の改善がみられない、改善の方向性が

見いだせないケースの増加。 

（支援）状況の発見と見守りや行政との連携、相談窓口の設置。家族の悩み事や相談を面談や電話

で対応する。 
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③施設・事業所の状況 

○サービスの質の向上のために取り組んでいることは、「サービス提供にかかる職員研修の実施」

と「個人情報保護・管理の徹底」が最も多く、次いで「災害時対応マニュアルの作成」、「相談

窓口の設置等の環境整備」となっています。 

 

■サービスの質の向上のために取り組んでいること（複数回答） 

 
 

○ボランティアの受け入れは、「受け入れたことはない」が最も多く、次いで「過去に受け入れて

いたが、現在は受け入れていない」、「時期や内容により受け入れている」となっています。 

○具体的な活動内容については、行事実施時の利用者支援補助や地元企業等での草刈り・除雪、夏

祭り行事開催時のボランティアと療育活動の補助等を行っている。 

 

■ボランティアの受け入れ（単数回答） 

 

80.0

51.4

71.4

45.7

40.0

48.6

80.0

28.6

34.3

42.9

0.0

2.9

0.0

86.4

63.6

86.4

54.5

34.1

59.1

84.1

25.0

31.8

54.5

0.0

0.0

2.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サービス提供にかかる職員研修の実施

相談窓口の設置等の環境整備

災害時対応マニュアルの作成

サービス提供マニュアルの作成

サービス利用者への満足度調査等の実施

利用者への情報提供の充実

個人情報保護・管理の徹底

事業評価の積極的な開示

施設・設備等の充実

利用者家族とのつながりの強化

その他

特に何もしていない

無回答

2022年度（n=35） 2017年度（n=44）
（％）

11.1

22.7

19.4

25.0

22.2

0.0

38.9

34.1

8.3

11.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度（n=36）

2017年度（n=44）

常時受け入れている 時期や内容により受け入れている

過去に受け入れていたが、現在では受け入れていない 受け入れたことはない

その他 無回答
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④今後の業務・活動 

○事業所・団体が業務・活動をしていく上で町に望むことは、「活動上必要な情報の提供」が最も

多く、次いで「団体や活動についてのPR」、「経済的支援」となっています。 

 

■事業所・団体が業務・活動をしていく上で町に望むこと（複数回答） 

 
  

43.5

50.0

22.6

14.5

11.3

33.9

32.3

14.5

24.2

8.1

4.8

11.3

3.2

34.7

49.3

22.7

9.3

12.0

28.0

28.0

13.3

28.0

6.7

6.7

6.7

5.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

団体や活動についてのPR

活動上必要な情報の提供

活動場所の提供

会員募集の支援

リーダーの養成支援

経済的支援

他団体とのネットワーク化

団体運営上の助言

設備・備品の充実

成果の発表の場の提供

その他

特にない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75）
（％）
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○地域における助け合い・支え合い活動を活発にするために重要なことは、「地域における福祉活

動の意義と重要性をもっと周知する」が最も多く、次いで「困っている人と支援できる人との調

整を図る人材を育成する」、「学校教育や社会教育での福祉教育を充実させる」、「地域の住民

が気軽に集える機会を設ける」、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」と

なっています。 

 

■地域における助け合い・支え合い活動を活発にするために重要なこと（複数回答） 

 
※「福祉活動を知っていただくためのイベントや行事を開催する」、「地域の住民が気軽に集える

機会を設ける」、「様々な機関や団体が協働できる体制を構築する」は、2022（令和４）年度

調査より選択肢に追加。 

 

37.1

16.1

12.9

16.1

30.6

33.9

29.0

6.5

33.9

25.8

33.9

27.4

1.6

4.8

3.2

41.3

18.7

34.7

30.7

28.0

29.3

29.3

5.3

29.3

6.7

1.3

5.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

地域における福祉活動の意義と

重要性をもっと周知する

地域でボランティア等の活動の

拠点となる場を整備する

地域における福祉活動の

活動費・運営費等の資金的な援助を行う

ボランティアリーダーや福祉活動に

携わる人を養成する

福祉活動の相談・指導を担当する

専門職員の充実を図る

困っている人と支援できる人との

調整を図る人材を育成する

困っている人や助け合いの場、

組織についての情報を得やすくする

ボランティア活動の方法等に関する研修を行う

学校教育や社会教育での福祉教育を充実させる

福祉活動を知っていただくための

イベントや行事を開催する

地域の住民が気軽に集える機会を設ける

様々な機関や団体が協働できる体制を構築する

その他

特にない

無回答

2022年度（n=62） 2017年度（n=75）
（％）
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４ 地区懇談会からみる現状（2018（平成30）年度実施） 

（１）実施目的と概要 

大和町地域福祉計画•地域福祉活動計画の策定にあたり、町民の皆さんが普段の地域生活の中

で感じていることや、地域での課題を把握するとともに、それらに対する解決策や方向性につい

て意見をうかがい、計画策定の参考とすることを目的として実施しました。 

 

■実施概要 

地区名 開催日時 開催場所 参加者数 

吉岡地区 2018年３月９日（金）午前 まほろばホール 37人 

宮床・小野地区 2018年３月８日（木）午後 宮床基幹集落センター 18人 

吉田地区 2018年３月15日（木）午後 吉田コミュ二ティセンター 27人 

鶴巣地区 2018年３月５日（月）午後 鶴巣防災センター 33人 

落合地区 2018年３月９日（金）午後 落合ふるさとセンター 18人 

もみじケ丘・杜の丘地区 2018年３月15日（木）午前 南部コミュ二ティセンター 19人 

 

■ 当日のプログラム 

①「地域での良いところや困っているところ」について考えてみましょう 

身近な地域での良いところや困っているところを、付せんに書き出し、発表しながら模造紙に

貼り出しました。 

 

 

②「解決アイディア」について話してみましょう 

①で挙げた「地域での良いところ」については継続していくために必要なこと、「地域での困

っていること」については改善するための解決アイディアをそれぞれ付せんに書き出して発表し、

模造紙に貼り出しました。 

 

 

③みんなで共有してみましょう。 

話し合ったことについて、グループごとに発表し、全体で共有しました。 
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（２）地区懇談会の様子 

若松会 吉岡地区 

鶴巣地区 
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宮床・小野地区 

落合地区 

吉田地区 
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（３）各地区の結果概要 

①地域の良いところ 

 

 

 

 
（カテゴリの有無） 

近
所
付
き
合
い 
・
交 
流 

 

 
地
域
活
動 

 
 

防
災 
・
防
犯 

 
 

少
子
高
齢
化 

 
高
齢
者 
・
介
護 

 

 
 
若
者 

 
子
ど
も 
・
子
育
て 

助
け
合
い 
・
支
え
合 
い 

 
自
然 
・
住
環
境 

 
交
通 
・
移
動
手
段 

 

 
 
健
康 

 
 

歴
史 
・
伝
統 

 

 

そ
の
他 

吉岡地区 ● ●    ●  ● ●     

宮床・小野地区 ●  ●     ● ●  ●   

吉田地区 ●     ●  ● ●  ●   

鶴巣地区 ● ● ● ● ●   ● ● ●  ● ● 

落合（まいの）地区 ● ● ●     ● ●  ●   

もみじケ丘・杜の丘地区 ● ●   ●  ●  ● ● ●   

地域の良いところについては、「近所付き合い•交流」や「自然•住環境」に関する意見が全

地区で挙げられ、次いで「地域活動」や「助け合い•支え合い」に関する意見もほとんどの地区

で挙げられていました。 

 

 

 

 

  

今後も継続していくためのアイディア 

近所付き合い・交流：コミュニケーション、あいさつ、交流の場づくり、見守り 

地 域 活 動：各種関係機関や地域団体と地域との連携、意見交換の場を持つ 

防 災 ・ 防 犯：地区内のパトロールの継続、お互いに交流を図る 

高 齢 者 ・ 介 護：地域ぐるみで健康増進を図る 

子 ど も ・ 子 育 て：登下校等の見守り、あいさつ 

助け合い・支え合い：サロン活動等への参加の声かけ、地区間の交流、行政との連携 

自 然 ・ 住 環 境：ゴミ拾い、地区ごとでのイベントやお祭り、自然を活用したまちづくり 

健 康：活き生きサロンを活用した取り組みの拡大、健康つくり隊の充実 

歴 史 ・ 伝 統：地域の伝統や言い伝えを調査し、伝承する 
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②地域で困っているところ 

 

 

 
（カテゴリの有無） 

近
所
付
き
合
い 
・
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介
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も 
・
子
育
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い
手
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自
然 
・
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環
境 

 
交
通 
・
移
動
手
段 

 

 

 
健
康 

 
 

歴
史 
・
伝
統 

マ
ナ
ー 

 

 
行
政
関
係 

 

 

そ
の
他 

吉岡地区 ● ●   ●  ● ● ● ●  ●  ● ●  

宮床・小野地区 ● ●   ●     ● ●      

吉田地区 ● ●   ● ●   ● ● ●  ● ● ●  

鶴巣地区 ● ● ●    ●  ● ● ●      

落合（まいの）地区 ●   ● ● ●   ● ● ●      

もみじケ丘・杜の丘 

地区 
● ●    ●  ●  ● ●   ●  ● 

地域で困っているところについては、良いところで挙げられた「近所付き合い•交流」、「自

然•住環境」に関する内容について意見が挙げられたほか、「担い手不足」や「交通•移動手段」

に関する意見が多く挙げられていました。 

 

 

 

 

 

 

 
今後解決していくためのアイディア 

近所付き合い・交流：イベントを企画する力の養成、話し合いの場づくり 

地 域 活 動：お茶飲み会をする、地区全体での協力、リーダーの養成 

見 守 り：隣近所での見守り、情報共有 

防災・防犯：防犯カメラの設置、緊急時の対応の見直し、自主防災訓練 

少子高齢化：交流の場づくり、空き家の活用、子育て支援住宅の整備 

高齢者・介護：世代間交流、送迎や買い物のお手伝い、見守り 

若者：若い人向けの交流・行事を増やす、世代交代の意識の醸成、町の良いところをＰＲ 

子ども・子育て：見守り活動の強化、公園の整備、子どもを預かる施設の拡充 

担い手不足：声かけ、人を集める工夫を考える、自由に集まれる拠点施設の整備 

自然・住環境：行事を通して子どもや若い世代の呼び込み、定期的なパトロール 

交通・移動手段：デマンドタクシー・町民バスの見直し・有効活用、移動販売車、 

回覧での呼びかけ 

健康：健康づくりの推進、健康体操 

歴史・伝統：地区の昔ながらの良さの伝承 

マナー：個人の意識の改善、ゴミ出しのパンフレットの見直し、地区での話し合い 

行政関係：公共施設の整備・活用方法の検討、町道の補修、行政区の見直し 
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５ 大和町の地域福祉に関わる主な課題 

 

統計や町民アンケート調査、関係団体アンケート調査、地区懇談会などの各種調査結果を踏ま

え、本町の地域福祉に関わる主な課題をとりまとめました。 

 

（１）福祉意識の醸成による地域力の向上 

全国的に地域のつながりの希薄化が問題視されており、新型コロナウイルス感染症の影響も関

連して、本町では、居住地区の問題や課題として「地域活動が活発でない」が前回調査時よりも

上昇しています。しかし、町内会や活き生きサロンにおける活動などが行われており、関係団体

アンケート調査から地域での助け合いの意識について半数以上が“高い”と回答しています。 

また、「地域福祉」という言葉について７割近くが“内容まで知っていた”と“聞いたこ

とはあるが、内容までは知らなかった”と回答しており、徐々に浸透しているとみられます。 

一方で、隣近所のお付き合いの程度が「ほとんどない」や「隣近所にどんな人が住んでいるの

かわからない」と回答した人ほど、町民の助け合いや必要性について「必要だと思わない」の割

合が高い傾向にあり、緊急時の対応体制がわからないなどの問題につながると考えられます。 

そのため、地域から孤立しがちな人への支援や、住民がともに支え合い、助け合える地域づく

りの推進に取り組んでいく必要があります。 

 

 

（２）身近な生活課題の増加に対応する地域の課題解決力の強化 

年々、一人暮らし高齢者や認知症高齢者、ひとり親家庭、生活困窮者等、支援を必要とする人

の問題が多様化する中で、地域に暮らす人が抱える生活上の課題を『我が事』としてとらえ、解

決に導くことができる、地域の課題解決力の向上が重視されています。 

本町では、地区懇談会において地域の各種団体等の担い手の不足•高齢化が課題として挙げら

れており、人材の育成に向けて持続的に取り組んでいくことが重要となっています。 

また町民アンケート調査においても、地域の行事や活動に「仕事などの都合で機会がない」、

「興味がない」などの理由から、参加できていない人が38.4％となっています。今後、働き盛り

子育て世代等を含めた、様々な年代が積極的に地域活動に参加していくための支援を行っていく

必要があります。 
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（３）平常時から災害時まで安全・安心な地域づくり 

様々な生活課題や福祉ニーズの発生や高齢化に伴い、福祉サービスの需要が高まっています。本

町においても一人暮らし高齢者や高齢夫婦世帯等の高齢者世帯が増加しており、支援を必要とす

る人に適切な福祉サービスを提供できる体制を強化していく必要があります。 

また、近年多発している地震や風水害などの緊急時における体制の確立及び周知も重要となっ

ています。町民アンケート調査において、地域の防災訓練に参加している人が25.9％と４人に１

人程度であり、緊急時に支援を必要としている人が約２割となっています。地区懇談会において

も“緊急時の対応がわからない”という意見があり、今後、福祉サービスや公的な支援を通して、

平常時や緊急時問わず、安全•安心に生活を送ることができるよう、体制づくりに取り組んでい

く必要があります。 

 

 

（４）包括的な支援体制の構築 

近年、介護と育児に同時に直面する世帯など、個人や世帯単位において複数分野の課題が絡み

合って複雑化しており、対象者ごとに「縦割り」で整備された公的な支援制度では対応が困難に

なっています。 

本町においても複合的な問題を抱え、複雑化している相談件数が年々増加しており、一つの分

野では対応できない状況となっています。そのため、地域の実情に応じて、高齢•障がい•児童

といった分野を超えた身近な地域で複合的な課題を『丸ごと』受け止める場として、福祉•保健

医療•権利擁護•雇用•就労•産業•教育•住まいなどに関する多機関が連携した包括的な支援

体制の構築が求められています。 

このような現状を受けて国では「制度の狭間」の問題への対策の一つとして、2015（平成27）

年４月に「生活困窮者自立支援法」が施行され、生活保護に至る前段階での支援に向けた取り組

みを進めています。 

今後、本町においても誰もが住み慣れた地域で生活を送っていくために、地域住民や保健•医

療•福祉分野など関係機関との連携のもと、支援体制を構築していく必要があります。 
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第３章 各地区の状況 
高齢化率は、町全体では21.4％となっています。 

高齢化率を地区ごとにみると、吉岡地区、もみじケ丘・杜の丘地区は10％台と低く、吉田、鶴

巣地区では40％台と高く、地域間で違いがみられます。 

また、吉岡地区以外では、後期高齢者の人数が増加し、生産年齢人口が低下しています。町全

体でも、年少人口は減少傾向にあり、高齢化の進行がみられます。 

このことにより、地域間格差の拡大、担い手不足が顕著になってきています。 

 

 
大和町全体 

H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 

総 人 口 (人) 28,660 28,097 ↘ 28,098 － 

年 少 人 口 (人) 4,372 4,024 ↘ 3,869 ↘ 

年 少 人 口 率 (％) 15.3 14.3 ↘ 13.8 － 

生産年齢人口 (人) 18,164 17,481 ↘ 17,611 ↗ 

老 年 人 口 (人) 6,124 6,592 ↗ 6,618 ↗ 

前期高齢者数 (人) 2,942 3,462 ↗ 3,400 ↘ 

後期高齢者数 (人) 3,182 3,130 ↘ 3,218 ↗ 

高 齢 化 率 (％) 21.4 23.5 ↗ 23.6 － 

 

 
吉岡地区 吉田地区 

H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 

総 人 口 (人) 13,341 13,422 ↗ 13,560 ↗ 2,163 1,986 ↘ 1,965 ↘ 

年 少 人 口 (人) 2,017 1,946 ↘ 1,879 ↘ 135 106 ↘ 115 ↗ 

年 少 人 口 率 (％) 15.1 14.5 － 13.9 － 6.2 5.3 － 5.9 － 

生産年齢人口 (人) 9,023 8,965 ↘ 9,206 ↗ 1,155 1,015 ↘ 991 ↘ 

老 年 人 口 (人) 2,301 2,511 ↗ 2,475 ↘ 873 865 － 859 － 

前期高齢者数 (人) 1,126 1,294 ↗ 1,241 ↘ 378 419 ↗ 404 ↘ 

後期高齢者数 (人) 1,175 1,217 ↗ 1,234 ↘ 495 446 ↘ 455 － 

高 齢 化 率 (％) 17.2 18.7 ↗ 18.3 － 40.4 43.6 ↗ 43.7 － 

 

 
宮床・小野地区 もみじケ丘・杜の丘地区 

H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 

総 人 口 (人) 1,936 1,773 ↘ 1,781 － 7,481 7,426 ↘ 7,392 ↘ 

年 少 人 口 (人) 165 137 ↘ 143 － 1,741 1,556 ↘ 1,482 ↘ 

年 少 人 口 率 (％) 8.5 7.7 － 8.0 － 23.3 21.0 ↘ 20.0 ↘ 

生産年齢人口 (人) 979 870 ↘ 858 ↘ 4,975 4,880 ↘ 4,867 ↘ 

老 年 人 口 (人) 792 766 ↘ 780 ↗ 765 990 ↗ 1,043 ↗ 

前期高齢者数 (人) 316 375 ↗ 385 ↗ 472 635 ↗ 659 ↗ 

後期高齢者数 (人) 476 391 ↘ 395 － 293 355 ↗ 384 ↗ 

高 齢 化 率 (％) 40.9 43.2 ↗ 43.8 － 10.2 13.3 ↗ 14.1 － 

●年少人口（０～14歳） 

●生産年齢人口（15～64歳） 

●老年人口（65歳以上） 

 •前期高齢者数（65～74歳） 

 •後期高齢者数（75歳以上） 

 

↗ … 10人以上増加 

1.0ポイント以上上昇 

↘ … 10人以上減少 

1.0ポイント以上低下 
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鶴巣地区 落合地区 

H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 H30.3.31 R4.2.28 R5.3.31 

総 人 口 (人) 2,138 1,974 ↘ 1,919 ↘ 1,601 1,516 ↘ 1,481 ↘ 

年 少 人 口 (人) 176 141 ↘ 124 ↘ 138 138 － 126 ↘ 

年 少 人 口 率 (％) 8.2 7.1 ↘ 6.5 － 8.6 9.1 － 8.5 － 

生産年齢人口 (人) 1,163 993 ↘ 953 ↘ 869 758 ↘ 736 ↘ 

老 年 人 口 (人) 799 840 ↗ 842 － 594 620 ↗ 619 － 

前期高齢者数 (人) 368 407 ↗ 397 ↘ 282 332 ↗ 314 ↘ 

後期高齢者数 (人) 431 433 － 445 ↗ 312 288 ↘ 305 ↗ 

高 齢 化 率 (％) 37.4 42.6 ↗ 43.9 ↗ 37.1 40.9 ↗ 41.8 － 

出典：住民基本台帳（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

吉田地区 

宮床・小野地区 

落合地区 

鶴巣地区 

もみじケ丘・杜の丘地区 

吉岡地区 

大和町役場 
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１ 吉岡地区 

 

（１）地域の状況 

総人口 13,560人 地域活動 行政区数 12 

総世帯数 6,538世帯 民生委員・児童委員 13人 

高齢者 一人暮らし高齢者世帯数 619世帯 老人クラブ会員 309人 

高齢者のみ世帯数 986世帯 医療機関（うち歯科医院９箇所） 17箇所 

要支援・

要介護 

要支援・要介護認定者数 411人 福祉施設 児童福祉施設 ７箇所 

認定率 16.6％ 高齢者・介護保険施設※１ 19箇所 

障害者手帳

所持者数 

身体障害者手帳 351人 障がい者(児)福祉施設 13箇所 

療育手帳 144人 ※１：介護老人福祉施設１箇所 

精神障害者保健福祉手帳 111人 

生活保護 受給者数 193人 

受給世帯数 144世帯 

出典：宮城県仙台保健福祉事務所、住民基本台帳、健康推進課、福祉課（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

 

  

◎：町役場・出張所 

◆：教育施設 

■：医療・福祉施設 

●：その他の施設 
大和町 

町民研修センター 

大和町体育センター 

保健福祉総合センター 

(ひだまりの丘)/吉岡児童館/地域包括支援センター 

大和町武道館 吉岡小学校 

大和中学校 大和町児童支援センター 

地域支援センターぱれっと 吉岡コミュニティセンター 
よしおか放課後児童クラブ 

黒川高等学校 

黒川病院 

大和町役場 

大和町ふれあい文化創造センター 

(まほろばホール) 
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（２）町民アンケート調査 

■普段の隣近所との付き合いの程度 ■地域福祉の認知度 

※小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値が100.0％にならないことがあります。 

 

 

■ 地域の中での問題や課題（上位５位） ■安心して暮らすために大切な取り組み（上位５位） 

１ 
•安心できる子どもの遊び場が少ない  

１ 
•住民がともに支え合い、助け合える地域 

づくりの推進 

２ •隣近所との交流が少ない ２ •気軽に外出できる交通体系の充実 

３ •緊急時の対応体制がわからない ３ •身近な相談窓口の充実 

４ 
•新型コロナウイルス感染症予防対策のた 

め、地域活動が制限される 
４ 

・気軽に集まれる場の充実 

５ 
•世代間の交流が少ない 

５ 

 

・施設サービスの充実 

・健康づくりや生きがいづくりの推進 

 

（３）地区懇談会        ※一部抜粋 

  

■今後、解決していくためのアイディア 

•登下校の見守りの継続。 

•団体同士や行政との連携。 

•イベントを企画する力の養成。 

•地域の人々が自由に集まれる拠点施設の整備。 

12.9

14.9

56.8

56.9

27.7

26.6

2.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

吉岡

内容まで知っていた

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答

■地域の良いところ 

健康づくり教室への積極的な参加がある。 

防災訓練のときに世代を超えた交流がある。 

•隣近所の声かけがある。 

 

■地域で困っているところ 

•地区の役員が高齢化している。 

•ボランティアが少ない。 

•行事を実施する際の協力者が偏る。 

•世代間の交流が難しくなってきている。 

9.4

8.0

42.1

36.2

36.3

41.0

6.9

9.0

2.3

3.7

3.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

吉岡

困りごとを相談できるほど親しい
顔が会えば立ち話をする程度
あいさつをする程度
ほとんどない
隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない
無回答
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２ 宮床・小野地区 

 

（１）地域の状況 

総人口 1,781人 地域活動 行政区数 ８ 

総世帯数 836世帯 民生委員・児童委員 ７人 

高齢者 一人暮らし高齢者世帯数 260世帯 老人クラブ会員 368人 

高齢者のみ世帯数 373世帯 医療機関 ０箇所 

要支援・

要介護 

要支援・要介護認定者数 135人 福祉施設 児童福祉施設 ３箇所 

認定率 17.3％ 高齢者・介護保険施設※１ 11箇所 

障害者手帳

所持者数 

身体障害者手帳 102人 障がい者(児)福祉施設※２ ５箇所 

療育手帳 32人 ※１：介護老人福祉施設１箇所、有料老人ホーム・

サービス付き高齢者向け住宅２箇所、介 

護保険外の入所施設１箇所 

精神障害者保健福祉手帳  

22人 

生活保護 受給者数 27人 ※２：障がい者支援施設１箇所  

受給世帯数 26世帯   

出典：宮城県仙台保健福祉事務所、住民基本台帳、健康推進課、福祉課（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

◎：町役場・出張所 

◆：教育施設 

■：医療・福祉施設 

●：その他の施設 

大和町総合運動公園 

宮床小学校 

宮床中学校 

宮床基幹集落センター 

宮城大学 

宮床児童館 
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（２）町民アンケート調査 

■普段の隣近所との付き合いの程度 ■地域福祉の認知度 

※小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値が100.0％にならないことがあります。 

 

■ 地域の中での問題や課題（上位５位） ■安心して暮らすために大切な取り組み（上位５位） 

１ 
•新型コロナウイルス感染症予防対策のた 

め、地域活動が制限される 

 
１ 

•住民がともに支え合い、助け合える地域 

づくりの推進 

２ 
•高齢者・障がい者（児）の集まれる機会 

が少ない 
２ 

•気軽に外出できる交通体系の充実 

３ 

・安心できる子どもの遊び場が少ない ３ •気軽に集まれる場の充実 

・道路や公園・空き地にごみが増えた ４ 
・身近な相談窓口の充実 

・健康づくりや生きがいづくりの推進 

５ •世代間の交流が少ない ５ •防犯、防災活動の充実 

 

（３）地区懇談会        ※一部抜粋 

 

 

  

■今後、解決していくためのアイディア 

•行政との連携。 

•地区（集落）ごとの取り組みを強化する。 

•見守り活動の強化。 

•憩いの場として、空き家の活用。 

■地域の良いところ 

•地域全員が大体わかる。 

•地域での行事の参加者が多い。 

•犯罪が少ない。 

•健康づくりに対する意識が高まっている。 

■地域で困っているところ 

•地域活動の後継者不足。 

•高齢者と若年層との交流が少ない。 

•隣近所でのお茶飲みが少なくなった。 

一人暮らし高齢者が増えている。 

12.9

10.4

56.8

64.6

27.7

22.9

2.6

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

宮床・

小野

内容まで知っていた

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答

9.4

14.6

42.1

58.3

36.3

18.8

6.9

4.2

2.3

0.0

3.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

宮床・

小野

困りごとを相談できるほど親しい
顔が会えば立ち話をする程度
あいさつをする程度
ほとんどない
隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない
無回答
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３ 吉田地区 

 

（１）地域の状況 

総人口 1,965人 地域活動 行政区数 12 

総世帯数 962世帯 民生委員・児童委員 ８人 

高齢者 一人暮らし高齢者世帯数 231世帯 老人クラブ会員 274人 

高齢者のみ世帯数 362世帯 医療機関 １箇所 

要支援・

要介護 

要支援・要介護認定者数 178人 福祉施設 児童福祉施設 １箇所 

認定率 20.7％ 高齢者・介護保険施設※１ ５箇所 

障害者手帳

所持者数 

身体障害者手帳 91人 障がい者(児)福祉施設※２ ４箇所 

療育手帳 25人 ※１：介護老人保健施設１箇所  

精神障害者保健福祉手帳 ８人 ※２：障がい者支援施設１箇所  

生活保護 受給者数 23人   

受給世帯数 20世帯   

出典：宮城県仙台保健福祉事務所、住民基本台帳、健康推進課、福祉課（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

 

 

  

◎：町役場・出張所 

◆：教育施設 

■：医療・福祉施設 

●：その他の施設 

吉田児童館 

吉田ふるさとセンター 

吉田小学校 吉田教育ふれあいセンター/ 

吉田児童館（吉田教育ふれあいセンター内） 

吉田コミュニティセンター 
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（２）町民アンケート調査 

■普段の隣近所との付き合いの程度 ■地域福祉の認知度 

※小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値が100.0％にならないことがあります。 

 

■ 地域の中での問題や課題（上位５位） ■安心して暮らすために大切な取り組み（上位５位） 

１ 
•新型コロナウイルス感染症予防対策のた 

め、地域活動が制限される 

 
１ 

•住民がともに支え合い、助け合える地域 

づくりの推進 

２ •世代間の交流が少ない ２ •気軽に外出できる交通体系の充実 

３ •地域活動が活発でない 
３ •身近な相談窓口の充実 

４ •道路や公園・空き地にごみが増えた ４ •気軽に集まれる場の充実 
 

５ 
•安心できる子どもの遊び場が少ない 

・隣近所との交流が少ない 
５ 

•防犯、防災活動の充実 

 

（３）地区懇談会        ※一部抜粋 

 

 

  

■地域の良いところ 

•健康づくり隊を実施している。 

•近所の団結が強い。 

•小学生への登下校時のあいさつがある。 

•隣同士の助け合いがある。 

■地域で困っているところ 

•高齢者世帯が多い。 

•気楽にお茶飲みできる場がない。 

•活き生きサロンの集まりが良くない。 

•役員のなり手が少ない。 

■今後、解決していくためのアイディア 

•活き生きサロン等で地区間の交流をする。 

•活き生きサロンで参加者が得意分野を発表する場を設ける。 

•公共施設の一部を自由に活用できるようにする。 

•これからの地区について、みんなで考える。 

9.4

27.4

42.1

53.2

36.3

14.5

6.9

1.6

2.3

0.0

3.0

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

吉田

困りごとを相談できるほど親しい
顔が会えば立ち話をする程度
あいさつをする程度
ほとんどない
隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない
無回答

12.9

21.0

56.8

51.6

27.7

25.8

2.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

吉田

内容まで知っていた

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答
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４ 鶴巣地区 

 

（１）地域の状況 

総人口 1,919人 地域活動 行政区数 12 

総世帯数 674世帯 民生委員・児童委員 ８人 

高齢者 一人暮らし高齢者世帯数 116世帯 老人クラブ会員 412人 

高齢者のみ世帯数 229世帯 医療機関 ０箇所 

要支援・

要介護 

要支援・要介護認定者数 167人 福祉施設 児童福祉施設 １箇所 

認定率 19.8％ 高齢者・介護保険施設 ２箇所 

障害者手帳

所持者数 

身体障害者手帳 94人 障がい者(児)福祉施設 ０箇所 

療育手帳 17人  

精神障害者保健福祉手帳 18人 

生活保護 受給者数 10人 

受給世帯数 ５世帯 

出典：宮城県仙台保健福祉事務所、住民基本台帳、健康推進課、福祉課（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

 

 

  

◎：町役場・出張所 

◆：教育施設 

■：医療・福祉施設 

●：その他の施設 

鶴巣防災センター 鶴巣小学校 

鶴巣教育ふれあいセンター/鶴巣児童館 

(鶴巣教育ふれあいセンター内) 
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（２）町民アンケート調査 

■普段の隣近所との付き合いの程度 ■地域福祉の認知度 

※小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値が100.0％にならないことがあります。 

 

■ 地域の中での問題や課題（上位５位） ■安心して暮らすために大切な取り組み（上位５位） 

１ •新型コロナウイルス感染症予防対策のた 

め、地域活動が制限される 

 

１ 
•住民がともに支え合い、助け合える地域 

づくりの推進 

２ 
•安心できる子どもの遊び場が少ない ２ •気軽に外出できる交通体系の充実 

•世代間の交流が少ない ３ •健康づくりや生きがいづくりの推進 

４ •地域活動が活発でない ４ •身近な相談窓口の充実 

５ •特にない ５ •在宅福祉サービスの充実 

 

（３）地区懇談会        ※一部抜粋 

 

 

 

  

■地域の良いところ 

•小学校と地域での子育て支援の協力者が多い。 

•青年•若者•サロンなどの地域活動が活発。 

日常的に相談に応じてくれる人が多い。 

•あいさつは欠かさない。 

■地域で困っているところ 

•世代間の交流が少ない。 

•役員のなり手が少ない。 

•豪雨による災害の危険がある。 

•伝統芸能の後継者が少ない。 

■今後、解決していくためのアイディア 

•一人ひとりが身近な人に地域行事への参加を呼び掛ける。 

•行事へ参加するきっかけづくりをする。 

•地域の文化遺産や伝統を若い人にも知ってもらい、地域を見直してもらう。 

•小学校と地域の協働で環境教育や産業づくり、伝統芸能などを盛んにする。 

12.9

9.4

56.8

54.7

27.7

31.3

2.6

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

鶴巣

内容まで知っていた

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答

9.4

4.7

42.1

65.6

36.3

26.6

6.9

1.6

2.3

0.0

3.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

鶴巣

困りごとを相談できるほど親しい
顔が会えば立ち話をする程度
あいさつをする程度
ほとんどない
隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない
無回答
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５ 落合地区 

 

（１）地域の状況 

総人口 1,481人 地域活動 行政区数 12 

総世帯数 572世帯 民生委員・児童委員 ６人 

高齢者 一人暮らし高齢者世帯数 80世帯 老人クラブ会員 229人 

高齢者のみ世帯数 180世帯 医療機関 １箇所 

要支援・

要介護 

要支援・要介護認定者数 110人 福祉施設 児童福祉施設 ２箇所 

認定率 17.8％ 高齢者・介護保険施設 ３箇所 

障害者手帳

所持者数 

身体障害者手帳 51人 障がい者(児)福祉施設 １箇所 

療育手帳 ９人  

精神障害者保健福祉手帳 11人 

生活保護 受給者数 ５人 

受給世帯数 ３世帯 

出典：宮城県仙台保健福祉事務所、住民基本台帳、健康推進課、福祉課（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

  

◎：町役場・出張所 

◆：教育施設 

■：医療・福祉施設 

●：その他の施設 

大和町 

ダイナヒルズ公園 

落合小学校 

落合ふるさとセンター 
落合教育ふれあいセンター 

/落合児童館(落合教育 

ふれあいセンター内) 
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（２）町民アンケート調査 

■普段の隣近所との付き合いの程度 ■地域福祉の認知度 

※小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値が100.0％にならないことがあります。 

 

■ 地域の中での問題や課題（上位５位） ■安心して暮らすために大切な取り組み（上位５位） 

１ 
•新型コロナウイルス感染症予防対策のた 

め、地域活動が制限される 

 
１ 

•気軽に外出できる交通体系の充実 

２ 

•安心できる子どもの遊び場が少ない 

２ 

•住民がともに支え合い、助け合える地域 

づくりの推進 

•気軽に集まれる場の充実 

３ ・世代間の交流が少ない ４ •在宅福祉サービスの充実 

４ 

•緊急時の対応体制がわからない 

・交通マナーが乱れている ５ 

•専門性の高い相談支援の充実 

・防犯、防災活動の充実 

・地域活動への公的な援助の充実 

 

（３）地区懇談会        ※一部抜粋 

 

 

■地域の良いところ 

•活き生きサロンへの参加者が多い。 

•健康の意識が高い。 

•事件や犯罪が少ない。 

•ボランティア活動への協力がある。 

■地域で困っているところ 

•高齢者の単身•夫婦が増加している。 

•役員のなり手が少ない。若い人の地域離れ。 

•災害の被害が大きい。 

•地域全体として交流の機会が少ない。 

■今後、解決していくためのアイディア 

•飲み会等の場でのコミュニケーションの機会が必要。 

•地域の意見交換の場を持つ。 

•災害対策の充実。 

•若者の交流の場を増やす。 

9.4

21.7

42.1

43.5

36.3

23.9

6.9

4.3

2.3

2.2

3.0

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

落合

(まい

の)

困りごとを相談できるほど親しい
顔が会えば立ち話をする程度
あいさつをする程度
ほとんどない
隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない
無回答

12.9

19.6

56.8

47.8

27.7

26.1

2.6

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

落合

(まい

の)

内容まで知っていた

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答
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６ もみじケ丘・杜の丘地区 

 

（１）地域の状況 

総人口 7,392人 地域活動 行政区数 ６ 

総世帯数 2,760世帯 民生委員・児童委員 ６人 

高齢者 一人暮らし高齢者世帯数 186世帯 老人クラブ会員 75人 

高齢者のみ世帯数 410世帯 医療機関（うち歯科医院１箇所） ２箇所 

要支援・

要介護 

要支援・要介護認定者数 126人 福祉施設 児童福祉施設 ６箇所 

認定率 12.1％ 高齢者・介護保険施設 ２箇所 

障害者手帳

所持者数 

身体障害者手帳 130人 障がい者(児)福祉施設 １箇所 

療育手帳 53人  

精神障害者保健福祉手帳 51人 

生活保護 受給者数 17人 

受給世帯数 16世帯 

出典：宮城県仙台保健福祉事務所、住民基本台帳、健康推進課、福祉課（2023（令和５）年３月31日現在） 

 

 

◎：町役場・出張所 

◆：教育施設 

■：医療・福祉施設 

●：その他の施設 

小野小学校 

もみじケ丘児童館 

南部コミュニティセンター(ふれあいの杜) 

/杜の丘出張所/杜の丘児童館 

（南部コミュニティセンター内） 
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（２）町民アンケート調査 

■普段の隣近所との付き合いの程度 ■地域福祉の認知度 

※小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値が100.0％にならないことがあります。 

 

■地域の中での問題や課題（上位５位）    ■安心して暮らすために大切な取り組み（上位５位） 

１ •緊急時の対応体制がわからない  １ •気軽に外出できる交通体系の充実 

２ 
•新型コロナウイルス感染症予防対策のた 

め、地域活動が制限される 
２ 

•住民がともに支え合い、助け合える地域 

づくり 

３ •特にない ３ •身近な相談窓口の充実 

４ •安心できる子どもの遊び場が少ない ４ •公園等、住環境の充実 

５ •隣近所との交流が少ない ５ •施設サービスの充実 

 

（３）地区懇談会        ※一部抜粋 

 

 

■地域の良いところ 

•他地区との交流が盛ん。 

•子どもたちの元気が良い。 

•自主サークルがある。 

 

■地域で困っているところ 

•近所との関わりが少ない。 

•ボランティア活動への参加が少ない。 

•みんなで寄り合える場所がない。 

•子どもたちの遊び場がない。 

■今後、解決していくためのアイディア 

•人が集まりやすいイベントや行事を考える。 

•高齢者と若い人が助け合うシステムの構築。 

•高齢者と若い人の交流を多くする。 

•サークルが活動しやすいように会館等の料金の検討。 

9.4

5.7

42.1

34.0

36.3

48.4

6.9

5.7

2.3

1.9

3.0

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

もみじ

ケ丘・

杜の丘

困りごとを相談できるほど親しい
顔が会えば立ち話をする程度
あいさつをする程度
ほとんどない
隣近所にどんな人が住んでいるのかわからない
無回答

12.9

6.3

56.8

59.1

27.7

31.4

2.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町全体

もみじ

ケ丘・

杜の丘

内容まで知っていた

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答
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第４章 計画の方向性 

１ 基本理念 

本町は宮城県のほぼ中央に位置し、広大な面積と西部に県立自然公園船形連峰を抱えた美しい

自然に恵まれた町として発展してきました。今後も町民にとって暮らしやすい町とするためには、

町民一人ひとりが地域福祉の重要性を認識し、地域で課題を解決していく意識を持つことが重要

となります。 

本町の最上位計画である「大和町第５次総合計画」では、まちの将来像を「七ツ森の輝く緑元

気なくらしが広がる大和町～しあわせめぐるまちたいわ～」と定めています。この将来像や福祉

の上位計画として各福祉計画との整合性を図り、本町の地域福祉をめぐる課題も踏まえ、本計画

を推進するための指針となる地域福祉の基本理念を、以下のように定めます。 

 

 

 

 

人と人がつながり 明るく元気なまち 大和 

～みんなで築こう地域の和～ 

【基本理念の由来】 

第５次総合計画の基本方針には「豊かな自然を活かし人と人をつなぐにぎわいのまちづくり」

「一人ひとりが健やかに育ち暮らせるまちづくり」「みんなでつくる安全に住みつづけられるま

ちづくり」とあり、その「人と人をつなぐ」を“人と人がつながり”という言葉に込めました。

また、まちの将来像である「元気なくらしが広がる大和町～しあわせめぐるまち」を“明るく元

気なまち”に込め、地域課題を誰もが『我が事』として考え、地域全体で解決に向かって動くと

いう思いを、“みんなで築こう地域の和”という言葉に込めました。 
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２ 基本目標 

基本理念の実現に向け、本計画の基本目標を以下のように定めます。 

 

 

地域力の向上に向けて、町民一人ひとりが地域につい

て考え行動し、みんなで支え合う地域を目指します。そ

のため、福祉教育による意識啓発や人材育成、ボランテ

ィア活動の活性化など、福祉の意識を育む基盤づくりに

取り組みます。 

 

 

地域の課題解決力の強化に向けて、様々な世代•職業•

団体の人が交流し地域に関わる、誰もがつながりあえる地

域を目指します。そのため、交流の場や機会の創出、団体

•機関の連携促進など、地域で助け合える仕組みづくりに

取り組みます。 

 

 

安全•安心な地域づくりに向けて、地域全体の環境と

個々の健康が守られる地域を目指します。そのため、防災

•防犯や生活環境の整備と生きがいづくりや社会参加の促

進など、ハードとソフトの両面から環境づくりに取り組み

ます。 

 

 

包括的な支援体制の充実に向けて、必要に応じて適切

な支援を受けることができ、誰もが住み続けられる地域

を目指します。そのため、福祉サービスや相談体制、情

報提供を充実し、分野を超えた支援体制づくりに取り組

みます。 

 

 

基本目標１ みんなで支え合う地域づくり 

基本目標２ 人と人がつながる地域づくり 

基本目標３ 安心して暮らせる地域づくり 

基本目標４ 適切な支援が受けられる地域づくり 
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３ 計画の体系 

    

基本理念 基本目標 施策の方向 施策 

人
と
人
が
つ
な
が
り 

明
る
く
元
気
な
ま
ち 

大
和 

～
み
ん
な
で
築
こ
う
地
域
の
和
～ 

１ みんなで支

え合う地域づ

くり 

（１）福祉意識の醸成 

①地域福祉に関する普及啓発 

②福祉教育の推進 

③障がいへの理解・配慮の促進 

（２）地域福祉活動の

充実 

①多様な担い手の育成 

②見守り活動の推進 

③ボランティア活動の強化 

２ 人と人がつ

ながる地域づ

くり 

（１）地域のつながり

の強化 

①地域での交流の促進 

②つながって生きることの推進 

③集いの場の充実 

（２）地域課題の解決に

向けた体制整備 

①複合化した課題に対応する体制

の構築 

②関係機関との連携体制の強化 

３ 安心して暮

らせる地域づ

くり 

（１）防犯・防災対策

の推進 

①地域の防災力の向上 

②地域の防犯体制の強化 

（２）生活環境の整備 
①暮らしやすい住宅・地域の整備 

②交通・移動手段の整備 

（３）健康意識の向上と

生きがいづくり 

①健康づくり活動の継続と強化 

②多様な活動・社会参加の場の 

充実 

４ 適切な支援

が受けられる

地域づくり 

（１）相談支援・情報

提供体制の充実 

①包括的相談支援体制の充実 

②情報提供体制の強化 

（２）制度や福祉 

サービスの強化 

①福祉サービスの充実と展開 

②権利擁護の推進 

③虐待の予防と早期対応 

（３）自立した地域生

活の構築 

①生活困窮者等の把握と支援 

②罪を犯した人や被害にあった方

の自立支援 

③就労支援の推進 
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第５章 施策の展開 

１ みんなで支え合う地域づくり 

（１）福祉意識の醸成 

■成果目標（第５章の各成果目標については、主に町民アンケート調査より設定しています） 

 
 

■現状と課題 

町民一人ひとりが地域課題を『我が事』として捉えることが求められています。 

●2016（平成28）年４月「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障

害者差別解消法）」及び「改正児童福祉法」の施行と「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」の改正により、障がい

者（児）の地域生活への移行に関する支援など、「地域共生社会」の実現に向けた

取り組みが定められました。 

●2018（平成30）年に「改正社会福祉法」が施行され、「地域共生社会の実現に

向け、地域住民が地域課題を把握し、関係機関との連携のもと、解決に向けて取り

組むこと」が地域福祉の推進の理念として定められました。 

●町民アンケート調査では、地域福祉という言葉の認知度について、「内容まで知っ

ていた」が12.9％、「聞いたことはあるが、内容までは知らなかった」が56.8％

となっており、前回調査の11.8％、53.2％より上昇傾向がみられます。 

●誰もが安心してともに暮らせる地域になるため必要な取り組みは、「住民がともに

支え合い、助け合える地域づくりの推進」の割合が最も高くなっています。 

 

地域課題に関する研修会や解決に向けて地域で意見交換を行う場が求められています。 

●地区懇談会では、吉田地区において、地域を今後良くしていくためのアイディアと

して、「これからの地区についてみんなで考える」といった意見が挙げられていま

す。 

●地域福祉おこし研修会における参加者の声として、「地域一人ひとりが考える力が

必要である」や「もっといろいろな講演会を聞きたい」、「今回のような研修会を

各地区で開催して欲しい」といった意見が挙げられています。 

 

■施策 

①地域福祉に関する普及啓発  ②福祉教育の推進  ③障がいへの理解•配慮の促進 

 

  

地域福祉の内容を知っている町民の割合 
現状値 

（2019年） 

11.8％ 

目標値 

（2028年） 

20.0％ 

中間値 

（2022年） 

12.9％ 
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①地域福祉に関する普及啓発 

町民が地域に住む高齢者や障がい者、子育て家庭などに対する理解を深めていけるよう、広報

やイベントの開催による意識の向上を図ります。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●広報や社協だよりで福祉についての情報を収集し、周りと共有しましょう。 

●近くに困っている人がいたら、声をかけましょう。 

●地域で生活を送る中で困っていること、課題を解決するための方法や必要な資源について地域で

考えてみましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●行政と協働し、社協だよりや本計画の概要版などを用いて、地域福祉の意識醸成や地域福祉活動

への理解・参加促進に取り組みます。 

●共同募金活動を通して、町民の寄付文化の醸成を図ります。 

●定期的に町民や福祉関係団体等にアンケート調査を行い、地域福祉の取り組み状況について把握

します。 

 

行政で取り組むこと 

●町の広報や本計画の概要版などを用いて、地域福祉の意識醸成や地域福祉活動への理解・参加促

進に取り組みます。 

●社会福祉協議会と連携し、地域における助け合いの文化の醸成を図ります。 

●定期的に町民や福祉関係団体等にアンケート調査を行い、地域福祉の取り組み状況について把握

します。 

 

  



71 
 

②福祉教育の推進 

地域や学校において、地域活動団体やサービス提供事業者と連携し、福祉教育や各種講座を開

催します。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●子ども達が地域福祉について学び深められる地域づくりに取り組みましょう。 

●子ども達の福祉教育を充実していくために、地域と小学校で連携していきましょう。 

●支え合い、助け合える地域づくりのため、積極的に研修会や各種講座に参加しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●学校や地域との連携を強化し、計画的なプログラムにより福祉教育を推進します。 

●福祉教育を推進し、地域の日常的な助け合い・支え合いの意識向上を目指します。 

●子どもから大人までの町民全て地域福祉を理解できるよう、周知・啓発に努めます。 

 

行政で取り組むこと 

●福祉に関する町民の理解促進と地域共生社会などについて学ぶ機会を増やし、幼少期から一人ひ

とりの「豊かなこころ」を育む福祉教育を推進します。 

●福祉意識の向上に向けた、住民向けの講習会等を実施します。【新規】 

 

■福祉教育学習 ■レクリエーション体験会 
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③障がいへの理解・配慮の促進 

障がいへの理解を深め、現在又は将来、地域で暮らす全ての人が地域での助け合い•支え合い

の関係を構築できるよう、普及啓発に取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●疾病•障がいに対する正しい理解と認識を深めましょう。 

●障がい者（児）が相談しやすい環境整備に向け、地域での助け合い•支え合いの雰囲気づくりに

取り組みましょう。 

●ヘルプマーク4などを活用しながら、地域住民同士の支え合いに取り組みましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●障がいへの理解を深めるために、家庭や地域、学校、社会において広報やホームページ、パンフ

レットなどによる啓発活動を推進します。 

●障がい者（児）の当事者団体又は家族の会などの活動を支援し、障がい者（児）への理解を深め

るための啓発活動に取り組みます。 

 

行政で取り組むこと 

●「障害を理由とする差別の解消の推進に対する職員対応要領」に基づき、全ての職員が障がいに対

する理解をより一層深めるために、関係機関が行う研修会に参加し職員の意識向上を図ります。 

●障がいへの理解について事業者や住民に広く周知し、社会全体で障がい者（児）への差別解消と

合理的配慮5を推進します。 

 

■みみサポサロン  

 
4 援助や配慮を必要としている方々が、そのことを周囲の方に知らせることができるマーク 
5 障がい者（児）が他の人と平等な人権や自由を享有するために必要かつ適当な、「均衡を失した負担又は過度の負担」を

課さない程度における配慮のこと 
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（２）地域福祉活動の充実 

■成果目標 

 
 

 
 
■現状と課題 

多様化・複雑化する地域課題の解決に向け、地域に携わる人材の育成が求められています。 

●関係団体アンケート調査では、地域での孤立について、「転入者の孤立・孤独化へ

の配慮が必要」、「社会的孤立や社会的排除、経済的な困難や虐待介護、保育など

の生活課題が重なり合って生じている」といった課題が挙げられています。 

●町民アンケート調査では、地域の行事や活動への参加状況について「参加したこと

はない」が38.4％、20歳代では68.8％となっています。理由としては「仕事な

どの都合で機会がない」、「いつ、どこで活動しているか、わからない」、「どの

ような行事や活動があるかわからない」等が挙げられています。 

●地区懇談会では、ほとんどの地区で「担い手の不足」や「高齢化」が課題として挙

げられ、課題の解決アイディアとして「地域活動のリーダー養成」が挙げられてい

ます。 

地域での孤立化防止に向けた取り組みが求められています。 

●年々、一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増加しており、今後、孤立化しないよ

う、地域における見守り活動が重要となっています。なお、2017（平成29）年を

ピークに生産年齢人口が減少しており、助け合いに参加する人材の確保が必要です。 

●本町では若い世代の町外からの転入者が毎年みられ、妊娠•出産•育児にあたって

地域で孤立化しない取り組みが必要となっています。 

●関係団体アンケート調査では、地域での孤立について、「転入者の孤立・孤独化へ

の配慮が必要」、「社会的孤立や社会的排除、経済的な困難や虐待・介護、保育な

どの生活課題が重なり合って生じている」といった課題が挙げられています。 

●地域福祉おこし研修会では、地域で孤立しない、孤立させないためのアイディアと

して、「地域の行事やイベントへの参加の呼びかけ」や「地域の中でのコミュニケ

ーション」といった意見が挙げられています。 

 

■施策 

①多様な担い手の育成  ②見守り活動の推進 ③ボランティア活動の強化 

 

地域で起きる様々な生活課題に対し、町民

相互の自主的な助け合い、支え合いの関係

が必要だと思う町民の割合 

現状値 

（2019年） 

86.9％ 

目標値 

（2028年） 

90.0％ 

中間値 

（2022年） 

84.8％ 

目標値の変更：定年延長や高齢者雇用の増加によって地域社会への参加意識が変化しているため、

目標値を下方修正 

地域で孤立しがちな人がいる場合に声かけ

やあいさつをする町民の割合 

現状値 

（2019年） 

50.8％ 

目標値 

（2028年） 

60.0％ 

中間値 

（2022年） 

51.9％ 
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①多様な担い手の育成 

地域における先進的な活動事例の紹介や研修等を実施し、地域活動を担う人材やボランティア

の育成を図ります。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●地域福祉に関する各種研修や講座に参加しましょう。 

●身の回りのちょっとした手助けから、ボランティアに取り組みましょう。 

●ライフステージにおける活動内容（次ページ参照）を参考にできることからはじめましょう。 

●地区組織6の担い手になりましょう。 

●企業では、従業員による地域貢献活動を推進しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●他自治体における先進的な事例を収集し、町民を対象に教育・研修を行います。 

●地域のリーダーやボランティア人材の育成に向けて、地域福祉や地域共生社会の考え方などを学

ぶ研修会や講座を開催します。 

●地域と行政をつなぐ人材の確保と体制整備に取り組みます。 

●変化する福祉ニーズに応じて、新たなサービスを展開できるよう、職員の育成に取り組みます。 

●社会福祉法人が福祉に関する専門性やノウハウ、ネットワークを生かし、地域づくりに貢献する

新たな取り組みが実施できるよう、先進事例の提供等の支援を行います。 

 

行政で取り組むこと 

●他自治体における先進的な事例を収集し、町民を対象に教育・研修を行います。 

●地域のリーダーやボランティア人材の育成に向けて、地域福祉や地域共生社会の考え方などを学

ぶ研修会や講座の開催を支援します。 

●社会福祉協議会と協働し、地域と行政をつなぐ人材の充実を図ります。 

●変化する福祉ニーズに応じて、新たなサービスを展開できるよう、職員の育成や社会福祉協議会

等との連携を強化します。 

  

 
6 地域全体に関わる問題に対して、地域で資源（人・施設・資金）を活用して解決に取り組むための組織 
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【ライフステージにおける基本的な地域•福祉との関わり】 

地域福祉活動は、あいさつや声かけ、ちょっとした気配りなどからはじまります。 

下の表を見ながら、「みんなで支え合う地域づくり」に向けて、できることからはじめてみません

か。 

 

ライフステージ 活動内容 組織等 

幼児期（保護者等） 
 

  

•あいさつの仕方を教えましょう 

•地域の人と交流しましょう 

• 地域のイベントに参加しましょう 

• 家のお手伝いをしたり、困っている人を助けた

ら、褒めましょう 

保育園 

幼稚園 等 

学童期•思春期 
 
 

  

•友達と仲良くしましょう 

•いじめや差別はやめましょう 

• 道徳教育•福祉教育で学んだことを実践しまし

ょう 

• 自分でもできるボランティアがあったら参加し

ましょう 

学校教育 

ボランティア体験

福祉体験 

施設訪問 等 

青年期•壮年期 
 

  

•隣近所で協力し合って助け合いましょう 

•町内会に加入しましょう 

•地域の一員として、地域活動に参加しましょう 

・自分でもできるボランティアがあったら参加し

ましょう 

町内会活動 

ＰＴＡ活動 等 

高齢期 
 

  

•隣近所で協力し合って助け合いましょう 

•地域活動に参加しましょう 

•ボランティア活動に参加しましょう 

•集いの場や趣味活動に参加しましょう 

• 地域の伝統や文化を次世代に伝承しましょう 

町内会活動 

地域のサークル活動 

等 
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②見守り活動の推進 

地域のつながりを強化し、日頃から支え合い助け合える地域とするため、地域での見守り活動

を強化します。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●児童•生徒の登下校時における見守り活動を行いましょう。 

●一人暮らし高齢者や支援を必要としている人などの日常的な見守りを地域で継続していきましょ

う。 

●隣近所で異変を感じたら、民生委員•児童委員や行政に知らせましょう。 

●地域でのあいさつやコミュニケーションを意識していきましょう。 

●隣近所同士で地域行事やイベントへの参加を呼びかけましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●各種事業を通して、地域で見守りを行いながら、支援を必要とする人の把握に努めます。 

●民生委員・児童委員等地域と協働し、地域で孤立しがちな人を把握し、呼びかけや訪問などの見

守りを行います。 

 

行政で取り組むこと 

●地域や社会福祉協議会、福祉関係者と連携し、支援を必要とする人の把握に努め、地域支援対象

者の把握の支援に取り組みます。 

●あんしんコールセンター事業等による見守り活動を推進します。 

●SOSネットワークシステムの活用や認知症サポーター7の養成研修に取り組みます。 

●農協、銀行、郵便局、新聞配達、メーター検針（水道、ガス、電気）の実施機関、警察署、消防

署等関係機関や庁内関係課と連携し、日常的な見守り活動を継続します。 

●ゲートキーパー8、引きこもりサポーターの養成、育成に取り組みます。 

 
  

 
7 認知症に対する正しい知識を持ち、地域で認知症の人やその家族に対してできる範囲で支援を行う人 
8 自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見

守る）を図ることができる人 
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③ボランティア活動の強化 

ボランティア団体など各福祉関係団体への情報提供の充実や広報等による活動内容の周知に努

めます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●誰もがボランティアに参加しやすい雰囲気づくりを心がけましょう。 

●地域行事や町内で実施されるイベント等への参加を通して、ボランティア活動の内容を情報発信

していきましょう。 

●ボランティアの活動内容を知り、参加したいボランティア活動を見つけ、積極的に参加しましょう。 

●ボランティアセンターを活用しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●ボランティアリーダーの養成のための研修会等を実施します。 

●参加型の研修を行い、参加者のボランティアへの理解を深めます。 

●ボランティア養成講座修了者が活動を続けていけるよう、活動助成金や情報の提供、研修会等を

実施します。 

●ボランティア交流会での団体同士の交流や情報交換を促進します。 

●ボランティアセンターにおいて、ボランティアの相談・斡旋、ボランティア推進団体同士の連絡

調整を行います。 

 

行政で取り組むこと 

●社会福祉協議会と連携し、ボランティア活動についての広報活動や育成支援に取り組みます。 

●ボランティアセンターの運営を支援します。 

■除草奉仕ボランティア ■災害ボランティアセンター支援者養成講座 
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２ 人と人がつながる地域づくり 

（１）地域のつながりの強化 

■成果目標 

 
 
■現状と課題 

地域への関心や関わりを持たない人が増え、地域のつながりの希薄化が課題となってい

ます。 

●町民アンケート調査では、普段の隣近所との付き合いの程度について、「顔が会え

ば立ち話をする程度」が42.1％で最も多くなっています。なお、計画策定時は

「あいさつをする程度」の割合が最も高かったことから、近所付き合いの意識に変

化がみられます。 

●地域の課題として、「世代間の交流が少ない」の割合が19.8％、「隣近所との交

流が少ない」の割合が18.2％みられます。特に、吉岡地区や吉岡南・吉岡まほろ

ば二丁目では、「隣近所との交流が少ない」、吉田地区や鶴巣地区、落合（まいの）

地区では「世代間の交流が少ない」の割合が比較的高くなっています。 

地域で交流を行う機会・場の充実が求められています。 

●関係団体アンケート調査では、地域の問題点や不足しているものの中で事業所や団

体で対応できることとして、「地域での交流機会を増やすこと」が最も多く挙げら

れています。 

●地区懇談会では、「気楽にお茶飲みできる場所がない」、「みんなで寄り合える場

所がない」といった意見が挙げられています。 

●地域福祉おこし研修会における参加者の声として、「自由に集まれる場所、小さく

ても気軽に集まれる場所が必要」といった意見が挙げられています。 

 

■施策 

①地域での交流の促進  ②つながって生きることの推進  ③集いの場の充実 

 

 

 

  

普段の隣近所の人との付き合いがある

町民の割合 

現状値 

（2019年） 

90.7％ 

目標値 

（2028年） 

91.0％ 

中間値 

（2022年） 

87.7％ 

目標値の変更：コロナ禍において地域活動、近所づきあいが停滞したため、当面は活動・近所づきあ

いをコロナ禍前の状態に回復することを目指し、目標値を下方修正 
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①地域での交流の促進 

地域で集う場や機会を確保することで、地域での交流を促進し、誰もが地域で楽しく生活でき

る地域づくりに取り組みます。 
 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●隣近所とのあいさつなど、普段から地域との交流を深めていきましょう。 

●地域の行事やイベントに積極的に参加しましょう。 

●地域の行事やイベントは、誰でも気軽に参加しやすい雰囲気•環境づくりを意識しましょう。 

●世代を超えた交流活動に取り組んでいきましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●地域と連携しながら、町民の孤立防止や世代間の交流のきっかけづくりとなるよう、交流事業を

検討します。 

●地域行事やイベントの周知・運営支援などに取り組みます。 

●地域での行事やイベントを実施する際に、機材や備品の貸し出しを行います。 

 

行政で取り組むこと 

●地域の人が自由に集まれる拠点の整備に向けて、公共施設等の活用方法について検討します。 

●地域での行事やイベントの周知・実施場所の提供を行います。 

●地域の集会所や公共施設の設備の状況を把握し、必要に応じて整備を行います。 

●生活支援体制整備事業を推進します。 

●町の現状や福祉に関する地域ごとの取り組みについて共有する機会を設けます。【新規】 

 
■吉田地区更生保護女性会の花植え ■生活支援体制整備事業  



80 
 

②つながって生きることの推進 

生きづらさを抱えている方や地域で孤立しやすい方との対話や関係性、絆を通した経験や感動

を共有し、つながり、支え合う環境のための絆•居場所づくりに取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●命の大切さについて話し合ったり、感謝の気持ちを持ちましょう。 

●一人で不安や悩みを抱え込まないようにしましょう。 

●お互いの個性を大切にしましょう。 

●見守り•声かけ（ことばの花束運動•あいさつ）をしましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●地域での交流、地域事業・地域行事活動を推進します。 

●地域活動支援センターや支援事業の適切な運営に努めます。 

●誰でも参加できる「お茶飲み会」など交流機会の開催に努めます。 

 

行政で取り組むこと 

●命の大切さの啓発・普及（学校でのＳＯＳ教育等）を通して、自己肯定感の醸成に取り組みます。 

●自助グループ活動9の支援を行います。 

●社会全体での居場所づくりに向けた環境整備に取り組みます。 

 

■難波女子・ニカの会 ■鶴巣第２笑楽交 

  

 
9 当事者同士が集まり、共通の問題について体験を話し合い、相互に助け合う活動 
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③集いの場の充実 

生きがいや張り合いを持てる機会の創出のために、集いの場の運営や新たな集いの場の立ち上

げを支援します。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●隣近所で声をかけあい、集いの場への参加を呼びかけましょう。 

●色んな世代が参加できる企画を検討しましょう。 

●普段の生活の中での悩みや課題の情報交換や交流の場として活用しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●集いの場の運営や活動内容の周知に取り組みます。 

●地域包括支援センターと連携して、出前講座を行います。 

●地域のニーズにあわせた集いの場の活動への支援に取り組みます。 

●各地域の集いの場の交流機会を支援し、活動の充実を図ります。 

 

行政で取り組むこと 

●地域での自主的な集いの場の立ち上げ、運営、活動を支援します。 

●広報や町のホームページ等を活用して、集いの場の活動への参加を呼びかけます。 

●集いの場の活動の充実に向け、情報の提供や必要な支援を行います。 

 

■報恩寺・ペーパークラフト ■もみじケ丘三丁目ほほえみサロン ■出前講座 
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（２）地域課題の解決に向けた体制整備 

■成果目標 

 

 
■現状と課題 

複合的な課題の解決に向けて、地域の様々な分野の団体や機関の連携が重要となってい

ます。 

●近年、育児と同時に介護に直面する世帯等、個人や世帯単位において複数分野の課

題が絡み合い、複雑化しており、8050問題10ダブルケア、ヤングケアラーなどの

子育て、介護、障がい、生活困窮といった分野ごとに整備された公的な支援体制で

は対応が困難になるケースが浮上しています。 

●関係団体アンケート調査では、複合的な課題の内容として、「介護者が精神疾患を

持っており、精神状態に左右される」、「経済面、虐待リスク等が絡み合い、改善

の方向性が見いだせない」などの意見が挙げられています。 

●事業所•団体が業務•活動をしていく上で、町に望むこととして、「活動上必要な

情報の提供」や「団体や活動についてのPR」、「経済的支援」の割合が高くなっ

ています。 

地域福祉の中核を担う『社会福祉協議会』の体制強化や事業の充実が求められています。 

●町民アンケート調査では、大和町社会福祉協議会の認知度については、「名前は聞

いたことがあるが、活動内容はよくわからない」が最も多く、次いで「名前も活動

内容も知らない」となっています。なお、「名前も活動内容も知っている」は計画

策定時の13.8％から19.8％へと上昇しており、町民に浸透してきています。 

●大和町社会福祉協議会が行う活動や支援として、今後期待することについては、

「災害時における支援」の割合が最も高く、次いで「生活（困りごと）への相談体

制の充実」、「高齢者福祉に関する事業の推進」となっています。 

 

■施策 

①複合化した課題に対応する体制の構築  ②関係機関との連携体制の強化 

 

 

 

 

  

 
10 高齢の親と働いていない独身の50代の子が同居している世帯が抱える生活困窮や社会的孤立等の問題 

大和町社会福祉協議会を知っている町民の

割合 

現状値 

（2019年） 

13.8％ 

目標値 

（2028年） 

25.0％ 

中間値 

（2022年） 

19.8％ 
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①複合化した課題に対応する体制の構築 

複合化した課題や制度の狭間となる課題について、様々な分野との連携体制や地域課題の把握•

分析により、課題の解決を図ります。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●ゴミ出しのときなど隣近所の人に会ったら、一言声をかけあうなど、地域との付き合いを深める

ように努めましょう。 

●地域課題の解決に向けて、地域で行政と協働した体制づくりに取り組んでいきましょう。 

（町内会•自治会と地域の事業所と行政の協働組織等） 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●個々の状況に応じた生活支援ができるよう、行政や各関係機関とのケース会議を行います。 

●複雑化・多様化している地域課題に対応するため、福祉以外の関係機関・団体との連携を強化し

ます。 

●地域の資源や課題の把握を行い、必要な支援へとつなげる人材の充実及び資質向上に努めます。

（生活支援コーディネーター11等） 

 

行政で取り組むこと 

●個々の状況に応じた生活支援ができるよう、各関係機関との個別支援会議を行います。 

●複雑化・多様化している地域課題に対応するため、福祉に限らず、庁内関係各課や関係機関との

連携体制を強化します。 

●関係機関と連携し、地域での生活のしづらさや困難を抱えている方の把握・分析を行い、課題の

解消に向けた支援体制の充実を図ります。 

 
  

 
11 高齢者の生活支援・介護予防サービスに関する体制整備の推進を目的に、地域において資源の開発やネットワーク構築

の機能を果たすコーディネーター 
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②関係機関との連携体制の強化 

各種福祉活動団体や関係機関の連携を強化することで、地域での課題解決に向けた体制づくり

に取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●福祉活動団体•関係機関同士の交流を図り、情報共有を行いましょう。 

●団体の活動内容を発信していきましょう。 

●社会福祉協議会や行政との連携を強化していきましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●町民の自主的な地域活動を支援し、町民の地域活動への意識醸成を図ります。 

●福祉活動団体と連携し、地域の福祉活動団体や福祉施設などが交流できる場や機会を作ります。 

●ボランティア活動や地域でのイベントの充実に向け、用具や機材の貸し出しを行います。 

●地域福祉の中核を担う社会福祉協議会として、組織体制の強化や事業の充実、行政との連携体制

の強化を図ります。 

 

行政で取り組むこと 

●町民の自主的な地域活動を支援し、町民の地域活動への意識醸成を図ります。 

●地域の福祉活動や交流活動が実施できるよう、福祉活動団体や福祉施設等の支援に取り組みま

す。 

●社会福祉協議会と協働し、地域の福祉活動団体や福祉施設が交流できる場や機会の設置に取り組

みます。 

●福祉以外の様々な分野の関係機関や団体との連携を通して、地域福祉活動の充実を図ります。 

●社会福祉協議会の組織体制の強化や事業を支援するとともに、相互の役割分担を明確にし、連携

を強化します。 
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３ 安心して暮らせる地域づくり 

（１）防犯・防災対策の推進 

■成果目標 

 
 

■現状と課題 

日常的な備えやいざというときの地域での助け合いが重要となっています。 

●近年、増加している地震や豪雨などの自然災害に伴い、防災を含め地域全体の安全

•安心なまちづくりに対する意識と自主防災組織等の地域コミュニティが果たす役

割の重要性が地域で再認識されています。 

●災害発生時やその恐れがある際に、地域住民が一時的に避難生活を送る施設として

避難所•福祉避難所が指定されています。特に要援護者を対象とした福祉避難所で

は、特別な配慮を必要とするため、関係団体•事業者等と連携して、適切な対応を

とることが求められます。 

●町民アンケート調査では、地域の問題や課題として、「緊急時の対応体制がわから

ない」の割合が20.7％となっています。また、日頃から地域の防災訓練に参加し

ている割合、災害等の緊急時に手助けが必要な割合がともに２割台となっています。 

●今後住みよいまちづくりを進めるうえで、地域住民として取り組みたい活動では、

「健康づくりや生きがい活動」に次いで「子育ての支援や子どもの見守り」の割合

が高くなっています。 

●関係団体アンケート調査では、サービスの質の向上のために取り組んでいることと

して、「災害時対応マニュアルの作成」の割合が71.4％となっています。 

●地区懇談会では、落合地区や鶴巣地区において、地域で困っていることとして、

「豪雨による災害の危険がある」「災害の被害が大きい」といった意見が挙げられ

ています。 

 

■施策 

①地域の防災力の向上  ②地域の防犯体制の強化 

 

 

  

日頃から地域の防災訓練に参加している

町民の割合 

現状値 

（2019年） 

23.4％ 

目標値 

（2028年） 

35.0％ 

中間値 

（2022年） 

25.9％ 
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①地域の防災力の向上 

各地域における自主防災組織の育成に努めるとともに、防災訓練等を通じて、町民の防災意識

の向上を図ります。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●日頃から防災への意識を持ち、避難所の確認、食料の備蓄や非常持出し袋などの準備をしておき

ましょう。 

●地域の防災訓練に参加しましょう。 

●災害時には、避難の際、隣近所同士で助け合いましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●民生委員・児童委員と連携し、一人暮らし高齢者に非常持出し袋と緊急連絡シートの配布を行い

ます。 

●民生委員・児童委員協議会と協力し、災害時要援護者台帳を整備し、支援が必要な人を把握する

ためのマップを作成します。 

●災害ボランティアセンター連絡会を立ち上げ、研修内容の調整や平時からのつながりを促します。 

●関係機関と連携して、避難行動要支援者の継続的な見守りを行います。 

 

行政で取り組むこと 

●災害時の避難方法や避難場所について周知に取り組んでいきます。 

●地域の自主防災組織を支援します。 

●災害時に自主防災組織や防火組織が機能するよう、定期的に研修会を行います。 

●災害時避難行動要支援者名簿12を整備し、避難時に支援が必要な人の把握に努めます。 

●避難行動要支援者の継続的な見守りを行います。 

●災害が発生したときに備え、平常時から関係者との連携・協力に努めます。 

●災害時に町民に対し、町のホームページやメール配信サービス等により、避難情報などを配信し

ます。 

●聴覚障がい者に対して防災無線機、個別受信機（文字表示）の設置を行います。 

 
12 災害発生時の避難等に特に支援を必要とする方の名簿 
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②地域の防犯体制の強化 

地域でのパトロールや警察との連携により、地域の防犯意識を高めます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●子どもや高齢者が犯罪の被害にあわないよう、普段から見守り、声かけに取り組みましょう。 

●消費者トラブルにあわないよう、地域で情報収集し、共有しましょう。 

●地域でのパトロールを継続していきましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●地区パトロール隊などの地域で防犯活動を実施している団体を支援します。 

 

行政で取り組むこと 

●「安全安心なまちづくり基本計画」に基づき、防犯対策を進めます。 

●地域の関係機関と連携し、防犯に関する情報の共有活動等を行います。 

●町の防犯協会を通じ、各地区のパトロール隊への情報提供などを行います。 

●町内の主要箇所に防犯カメラを計画的に設置していきます。 

●消費生活に関する情報提供や講習会、消費生活相談により、消費生活に関する町民の意識向上を

図ります。また、これらのイベントを実施する際は、広報やホームページ等により、周知に取り

組みます。 
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（２）生活環境の整備 

■成果目標 

 

 

■現状と課題 

町民全員が地域に関心を持ち、参画していくためには、暮らしやすく参加しやすい手段

や場所があることが重要です。 

●2016（平成28）年４月に施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（障害者差別解消法）」に基づき、障がい者（児）が社会の中でバリア

（障壁）を感じているときに、それを取り除く合理的配慮が求められています。 

●2017（平成29）年３月に施行された「改正道路交通法」により、75歳以上の高

齢ドライバーの免許更新時に認知機能検査が義務化され、高齢ドライバーの運転免

許の自主返納が増加し、公共交通機関の需要が高まることが考えられます。 

●現在、町内では公共交通機関として路線バスと町民バス、そしてデマンドタクシー

が運行していますが、停留所への距離や運行本数等により、町民の視点からの意見

のもと、改善を図りました。 

●地区懇談会では、ゴミ出しのマナーやデマンドタクシー、町民バスなどの交通•移

動手段に関する課題が挙げられています。 

●高齢化に伴い、「高齢者も利用しやすい施設を増やして欲しい」といった意見が挙

げられています。 

●町民アンケート調査で「道路や公園、空き地にごみが増えた」と感じている町民の

割合は、計画策定当時の11.5％から16.0％に悪化しています。 

 

■施策 

①住宅の確保と公共施設の整備  ②交通•移動手段の整備 

 

  

住んでいる地域での問題や課題として

「道路や公園、空き地にごみが増えた」

と感じている町民の割合 

現状値 

（2019年） 

11.5％ 

目標値 

（2028年） 

減少 

中間値 

（2022年） 

16.0％ 
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①暮らしやすい住宅・地域の整備 

居住に困難を抱える人への住まいの確保と誰もが利用しやすい公共施設等のバリアフリー13化

やユニバーサルデザイン14化を進めます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●マナー意識を持ち、公共の場が快適に利用できるよう心がけましょう。 

●バリアフリーやユニバーサルデザインについての知識を深めましょう。 

●地域のごみを見つけたら、拾うなど環境美化に努めましょう。【新規】 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●住宅支援を必要とする人に対して、支援制度の情報提供を行います。 

●学校と連携して、体験学習によるバリアフリーやユニバーサルデザインに関する教室を開催しま

す。 

行政で取り組むこと 

●指定された地域に移住する子育て世帯等に対し、改修のための助成を行います。 

●誰もが安心して生活が送れるよう、支援制度やサービスの情報提供と支援に取り組みます。 

●役場や各地区のコミュニティセンター等、公共性や緊急性の高い場所について、新築や改修する

際には、バリアフリーやユニバーサルデザインによる整備を行います。 

●ごみの投棄や放置をなくすため、禁止看板の設置や啓発活動を進め、町民の意識の向上を図りま

す。【新規】 

  

 
13 高齢者や障がい者が社会生活を送るうえで、障壁となるものを取り除くという考え方 
14 障がいの有無、年齢や性別、国籍や民族などに関わりなく、誰もが等しく使いやすいように、安全で便利な都市や建物、

製品や道具を実現しようとする考え方 



90 
 

②交通・移動手段の整備 

外出の妨げとなる交通や移動手段について支援を行うとともに、道路などのバリアフリー化や

ユニバーサルデザイン化を進めます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●マナー意識を持ち、道路や公共交通が快適に利用できるよう心がけましょう。 

●病院への付き添いや買い物のお手伝いなど、地域での身近な助け合いに取り組みましょう。 

●地域の危険箇所を発見したら、行政などに知らせましょう。 

●点字ブロックや狭い道路に障がいになるものは置かないようにしましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●高齢者や障がい者（児）など、外出支援を必要とする人に対して、情報提供や支援を行います。 

●学校と連携して、体験学習によるバリアフリーやユニバーサルデザインに関する教室を開催しま

す。 

 

行政で取り組むこと 

●デマンドタクシーや町民バスの運用方法など、関係機関と連携し、移動手段の確保に取り組みま

す。 

●高齢者や障がい者（児）タクシー等の利用を支援します。 

●歩道の段差解消や視覚障がい者誘導用ブロックなどについて緊急性・重要性を考慮しながら計画

的に整備します。また、通行の障害となっている広告物の撤去や改善についての指導を強化しま

す。 

●宮城県ゆずりあい駐車場利用制度15を町民、事業者へ周知していきます。 

  

 
15 障がい者や高齢者、妊婦、けが人等歩行が困難な方に対して、制度の対象となる駐車区画の利用証を宮城県が交付する制

度（＝パーキング・パーミット制度） 
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（３）健康意識の向上と生きがいづくり 

■成果目標 

 

 

 
※１ 選択肢「必ず参加する」、「ほとんど参加する」、「たまに参加する」の合計。 

※２ 選択肢「必ず参加する」、「ほとんど参加する」の合計。 

健康寿命16 

■現状と課題 

一人ひとりが健康を意識し、地域活動に継続的に参加していくことが重要です。 

●本町では、健康増進や介護予防に向けて各種事業に取り組んでいます。また、メタ

ボ予防に向けて子どものときからの健康づくりに取り組んでいますが、働き盛り世

代の「肥満」が健康課題として挙げられています。 

●町民アンケート調査では、毎日の暮らしの中で感じている不安や悩みについては、

「自分や家族の健康に関すること」が、５割を超え最も多くなっています。 

●今後住みよいまちづくりを進めるうえで、地域住民として取り組んでいきたい活動

について「健康づくりや生きがい活動」が最も多くなっています。 

●地区懇談会では、ほとんどの地区で地域の良いところとして「健康の意識が高い」

という意見が挙げられており、吉田地区、鶴巣地区などでは「地区で健康づくりに

取り組んでいる」といった意見が挙げられています。 

誰もが役割や生きがいを持ち、心身ともに健康で充実した生活を送れるような地域づく

りが求められています。 

●関係団体アンケート調査では、地域の問題点や不足していると思うものについて、

「地域での交流機会が少ないこと」の割合が最も高くなっています。 

●地域福祉おこし研修会では、地域で孤立しない、孤立させないアイディアとして、

「趣味を通した仲間づくり」といった意見が挙げられています。 

 

■施策 

①健康づくり活動の継続と強化  ②多様な活動•社会参加の場の充実 

 
16 日常的に介護を受けずに、自立して健康な生活ができる期間 

 

現状値 

（2015年） 

男性79.47歳 

女性83.46歳 

目標値 

（2028年） 

平均寿命の 

伸びを上回る 

健康寿命の伸び 

地域の行事や活動に参加する町民の割合 

現状値 

（2019年） 

34.4％ ※１ 

目標値 

（2028年） 

45.0％ ※１ 

中間値 

（2022年） 

13.2％ ※２ 17.5％ ※２ 

目標値の変更：コロナ禍において地域活動が停滞したため、当面は活動を再開してコロナ禍前の

状態に回復することを目指し、目標値を下方修正 

20.0％ ※２ 
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①健康づくり活動の継続と強化 

健康教室の開催等により、町民が自主的•継続的に取り組むことができる健康づくり活動を推

進します。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●定期的に健康診断を受診しましょう。 

●自分から積極的に健康教室などに参加し、健康を意識しましょう。 

●健康教室などに隣近所の人を誘い、地域全体で健康寿命の延伸に取り組みましょう。 

●保健推進員、食生活改善推進員、健康づくり運動普及推進員と協力しながら、健康づくりを進め

ましょう。 

●区長を中心に、モデル地区健康づくり事業を推進していきましょう。 

●健康づくり自主グループ活動を継続しましょう。 

●老人クラブの地域活動を継続しましょう。 

●企業では、従業員のメンタルヘルス対策に向けて、ワークライフバランスの推進や相談体制を強

化しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●地域の集まりに参加し、レクリエーションや体操などを普及しながら、町民の健康意識の向上を

図ります。 

●地域の自主的な活動が継続できるよう、運営支援を行います。 

●健康づくりや介護予防を推進するボランティア登録者の増加に努めます。 

 

行政で取り組むこと 

●健康診断や健康相談などの健康に関する事業を実施し、町民の健康意識の向上を図ります。 

●健康に関するイベントや講演会を実施します。 

●地域の自主的な活動が継続できるよう、健康教室等の運営支援を行います。 

●広報や町の事業等を通じて、健康に関する情報提供を行います。 

●メンタルヘルス対策に関する情報の周知・啓発に努めます。 
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②多様な活動・社会参加の場の充実 

社会参加やスポーツ等の町民の自主活動の機会を増やすことで、町民の活気ある生活の維持•

向上を図ります。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●生涯学習に関する研修会や講演会、町内会や地区活動に積極的に参加しましょう。 

●スポーツやレクリエーションに参加し、心身ともに健康な身体づくりに取り組みましょう。 

●「ライフステージにおける基本的な地域•福祉との関わり」（75ページ参照）を参考に、それぞ

れが地域で役割を持ち、地域活動に積極的に参加しましょう。 

●趣味などを通して仲間づくりをしましょう。 

●シルバー人材センター等を活用しながら、社会参加に取り組みましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●年代等を問わず、地域に住む誰もが参加しやすいイベントを実施します。 

●レクリエーションなどを行うときに必要な用具の貸し出しを行います。 

●社協だより等でイベントの周知に取り組みます。 

 

行政で取り組むこと 

●社会福祉協議会と連携して、町内で実施する生涯学習やスポーツに関するイベントの実施を支

援・周知します。 

●まほろば大学での各年代に応じた学習機会の提供など、生涯学習活動の充実を図ります。 

●世代や地域間における交流の促進を図ります。 

■老人クラブグラウンドゴルフ大会 ■すみれ母親クラブ 
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４ 適切な支援が受けられる地域づくり 

（１）相談支援・情報提供体制の充実 

■成果目標 

 
 

■現状と課題 

複合的な課題にも対応できる包括的なワンストップの相談支援体制づくりが求められて

います。 

●職場の人間関係や失業、介護の悩みなどで自ら命を絶っている方がいます。 

●町民アンケート調査では、毎日の暮らしの中で感じている不安や悩みの相談先は 

「家族•親族」や「知人•友人」が多くなっています。 

●町民アンケートでは、手助けが必要になったときに希望する支援は「安否確認の声

かけ」の割合が40.6％と最も高い割合となっています。また、「悩み事の相談相

手」が12.3％みられます。 

●大和町社会福祉協議会が行う活動や支援として、今後期待することについて、「生

活（困りごと）への相談体制の充実」の割合が38.6％となっています。 

●関係団体アンケート調査では、虐待や高齢者等の問題を中心に公的な福祉サービス

で解決できない問題が多く挙げられており、どの問題においても相談支援や相談先

の周知が求められています。 

●地域福祉おこし研修会における参加者の声として、「各地区に気軽に相談できる総

合窓口が欲しい」といった意見が挙げられています。 

誰もが必要な情報を得られるよう、情報提供体制の充実と周知が求められています。 

●町民アンケート調査では、町の福祉サービスや福祉施設についての情報を主にどこ

から入手しているかについては、「町広報誌」が最も多くなっていますが、町ホー

ムページが5.5％へ上昇し、情報の多様化が進んでいます。 

●福祉サービスを安心して利用できる状況をつくるために必要だと思うことについて、

「福祉サービスの種類や内容、利用料等の情報」の割合が最も高くなっています。 

 

■施策 

①包括的相談支援体制の充実  ②情報提供体制の強化 

 

  

不安や悩みについて相談先がある町民の

割合 

現状値 

（2019年） 

89.2％ 

目標値 

（2028年） 

95.0％ 

中間値 

（2022年） 

90.0％ 
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①包括的相談支援体制の充実 

子どもから妊産婦、子育て中の方、働き盛りの方、障がい者（児）、高齢者の方等複合的な多

問題を抱えている世帯を「丸ごと」支えていく全世代対応型の相談支援体制の充実を図ります。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●困りごとが発生したときにすぐ相談できるよう、情報を収集しておきましょう。 

●悩みや不安は、一人で抱え込まず身近な人や町、地域包括支援センターに相談しましょう。 

●見守りや声かけを通して、地域で手助けの必要な方を発見したら、困りごとを聞き、必要な支援

や地域での助け合いにつなげましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●町の人権相談・行政相談と併設して、月に１回、困りごと相談所を開催します。 

●行政や地域包括支援センター等と連携しながら、相談体制の強化に取り組みます。 

●行政と協働して、子どもや大人、障がい者（児）や高齢者など世代や状況による相談を包括的に

受け入れられる体制の充実に向けて取り組みます。 

●包括的相談支援体制の充実、重層的支援体制の検討に向けて、職員の育成に取り組みます。 

 

行政で取り組むこと 

●複合的な多問題を抱えている方に対し、関係者とともに支援体制の充実に取り組みます。 

●相談内容に応じて、迅速に対応ができるよう、関係機関との連携を強化します。 

●子どもや大人、障がい者（児）や高齢者など各世代や状況による相談を包括的に受け入れる体制

の構築・充実に向けて取り組みます。 

●包括的相談支援体制の充実、重層的支援体制の検討に向けて、専門職の確保や人材の育成に取り

組みます。 

■ひきこもりサポーター養成講座 ■子育てサロンきらきら  
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②情報提供体制の強化 

町民誰もが適切な情報を入手できるよう、広報や町ホームページ等での情報提供の充実や提供

方法の工夫に取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●広報や町のホームページを見て、福祉に関する情報を収集しましょう。 

●地域で情報共有や意見交換を行える場を作りましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●社協だよりやガイドブック、ホームページなど様々な手法を用いて情報を提供し、地域住民の地

域活動の促進に努めます。 

 

行政で取り組むこと 

●広報やガイドブック、ホームページなど様々な手法を用いた情報提供に取り組みます。 

 

 

 

 

 

■ 本町で発行している子育て・障がい・健康に関するガイドブック 
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（２）制度や福祉サービスの強化 

■成果目標 

 

 

■現状と課題 

多様なニーズに対応した福祉サービスの充実が求められています。 

●要支援•要介護認定者や障がい者（児）など支援を必要としている人が増加傾向と

なっています。 

●疾病や障がい•介護•出産•子育てなど様々な分野の課題が絡み合い複雑化してい

ます。 

●町民アンケート調査では、町の福祉サービスや福祉施設の認知度は、「ほとんど知

らない」及び「まったく知らない」を合わせると、64.2％となっています。 

●関係団体アンケート調査では、公的な福祉サービスだけでは解決できない問題が挙

げられており、より一層の福祉サービスの充実が求められています。 

●地区懇談会では、「児童（子ども）預かり施設の拡充など子育て環境の整備」とい

った意見が挙げられています。 

高齢者や障がい者（児）の権利擁護や尊厳の確保が求められています。 

●2016（平成28）年「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行と2018

（平成30）年「社会福祉法」改正に伴い、判断能力に不安がある方への支援体制

の構築が必要となっています。 

●関係団体アンケート調査では、虐待に関して困っていることとして、「虐待案件は

増えてきている」「家族からの言葉等による虐待」といった意見が挙げられていま

す。 

 

■施策 

①福祉サービスの充実と展開  ②権利擁護の推進  ③虐待の予防と早期対応 

 

  

町の福祉サービスや福祉施設を知っている

町民の割合 

現状値 

（2019年） 

34.5％ 

目標値 

（2028年） 

45.0％ 

中間値 

（2022年） 

33.2％ 
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①福祉サービスの充実と展開 

高齢者や障がい者（児）、子育て家庭等への生活支援や地域全体で支える体制づくりを充実す

るとともに、アウトリーチなどによる住民のニーズに応じた新たなサービスの展開を検討します。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●福祉サービスについて、正しい知識を持ちましょう。 

●隣近所で支援が必要な人がいれば、行政や社会福祉協議会、民生委員•児童委員など、関係機関

へつなぎましょう。 

●地域でできる活動を話し合っていきましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●現在提供している福祉サービスと地域の中での自主的な取り組みとの連携を図ります。 

●共生型サービス17をはじめ、対象者を限定することなく、住み慣れた地域で、より普段の生活に

近い形でのサービスなど新たなニーズに応じたサービスの充実を検討します。 

●行政や各種相談機関、医療・福祉サービス事業所などと連携して、個別の支援会議などを開催

し、適切なサービスにつなげます。 

●地域の医療・福祉サービス事業所と企業等が連携して、高齢者や障がい者（児）が、社会に参画

する仕組みづくりを検討します。 

 

行政で取り組むこと 

●各種相談機関、医療・福祉サービス事業所などと連携して、支援やサービスが必要な人への適切

なサービスの提供に取り組みます。 

●共生型サービスをはじめ、対象者を限定することなく、住み慣れた地域で、より普段の生活に近

い形でのサービスなど新たなニーズに応じたサービスの展開を検討します。 

●障がい者のための地域生活支援拠点18等の整備事業を黒川圏域で推進します。 

●地域の医療・福祉サービス事業所と企業等が連携して、高齢者や障がい者（児）が、より社会に

参画する仕組みづくりを検討します。 

●各地域の特性や資源等を勘案しながら、重点的に取り組むべき福祉施策の検討を行います。  

 
17 同一の事業所で一体的に介護保険と障がい福祉のサービスを提供する取り組み 
18 障がい者（児）の重度化、高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能を、地域の実情に応じた創意工夫によ

り整備し、障がい者（児）の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築する事業 
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②権利擁護の推進 

誰もが住み慣れた地域で安心した生活を送るという当たり前の権利を守ること、地域に住む全

ての人が安心して必要なサービスを利用できるよう、各種制度の普及•啓発、利用促進に取り組

みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●お互いの存在を認め合い、尊重しましょう。 

●成年後見制度19や日常生活自立支援事業20などに関する理解を深め、必要に応じて活用するよう

に心がけましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●日常生活自立支援事業の周知を図り、判断能力が不十分な高齢者、障がい者（児）への利用促進

と支援の充実を図ります。 

●行政と連携しながら、特に高齢者や障がい者（児）に対する権利侵害の防止、早期発見に努め住

民の見守り、支え合いのネットワーク強化に取り組みます。 

 

行政で取り組むこと 

●権利擁護に関する普及啓発、権利侵害の予防や早期発見に努めるとともに、専門的な相談対応、

支援を行います。 

●成年後見制度を必要とする人が適切に制度を活用できるよう、成年後見制度利用支援事業を推進

します。 

●消費者トラブルや虐待等について、予防、早期発見や支援体制の強化を図ります。 

 

  

 
19 認知症、知的障がい、精神障がい等により、物事を判断する能力が十分でない方について、本人の権利を守る援助者を選

ぶことで、本人を法律的に支援する制度 
20 認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者等のうち、判断能力が十分でない方が地域において自立した生活が送れるよ

う、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助を行う事業 
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③虐待の予防と早期対応 

子どもや障がい者（児）、高齢者などへの虐待予防に取り組み、虐待の早期発見•早期対応に

取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●虐待についての正しい知識を持ちましょう。 

●虐待の疑いがあると気付いたら、行政や民生委員•児童委員、児童相談所や警察に相談しましょ

う。 

●虐待を受けている場合は一人で抱え込まず、信頼できる周囲の人や町、地域包括支援センターに

相談しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●子どもや高齢者や障がい者（児）の支援を行う中で、関係機関と情報共有しながら、虐待予防や

早期発見に取り組みます。 

●行政と連携し、虐待防止等の講演会により、町民意識の向上を図ります。 

●行政と連携し、虐待等に関する相談窓口の周知を図ります。 

 

行政で取り組むこと 

●高齢者や子ども、障がい者等への虐待についての正しい理解を深めるために、町のホームページ

や広報等により情報発信を行います。【新規】 

●虐待の予防、啓発、早期対応を図ります。【新規】 

●虐待等に関する相談窓口の周知・対応を図ります。 

●「大和町虐待防止ネットワークシステム（次ページ参照）」におけるケース会議を行い、関係機

関と連携した継続支援を行います。 
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【大和町虐待防止対策ネットワークシステム】 

～大きな和の心で、地域における虐待防止に努めよう～ 

ネットワークの価値は「ある」ことではなく、「つながる」ことです！ 

 

 

虐待対応の流れ

①受理会議 → 緊急性の判断

②関係機関との連絡調整

③初期調査・安全確認

モニタリング（見直し）

定期会議（実務者会議など）

虐待防止対策ネットワークによる見守り支援

虐待防止対策

～日常の見守り、声がけ、支援   つながり～

地域住民

保育機関
教育機関 福祉・介護サービス事業者

ケアマネジャー

医療機関 社会福祉協議会

地域包括支援センター

民生委員・児童委員

（主任児童委員を含む）
区長

警察
保健推進員

人権擁護委員

法テラス宮城

子ども家庭課・健康推進課・

福祉課・教育総務課

仙台弁護士会 宮城県中央児童相談所

宮城県塩釜保健所・黒川支所

宮城県仙台保健福祉事務所

宮城県自立相談支援センター
宮城県社会福祉士会

宮城県高齢者虐待対応専門職チーム
キャプネット・みやぎ

宮城県女性相談センター

養育費相談支援センター

大和町虐待防止対策ネットワーク

民
生
委
員
・
児
童
委
員
（
主
任
児
童
委
員
を
含
む
）
、
区
長
、
保
育
・
教
育
機
関
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
、
医
療
機
関
、
警
察
、
宮
城
県
、
町

等

大
和
町
虐
待
防
止
対
策
地
域
連
絡
協
議
会

代
表
者
会
議

（
虐
待
防
止
対
策
に
つ
い
て
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
活
動
検
討
な
ど
）

【相談・通報の受付窓口】

子ども：子ども家庭課・健康推進課・教育総務課

障がい：福祉課

高 齢：福祉課・地域包括支援センター

個別ケース検討会議

（事例により支援に必要な関係者が参集）

虐待対応ネットワーク

による見守り・支援

要介入

要分離要治療・入院



102 
 

（３）自立した地域生活の構築 

■成果目標 

 
 

■現状と課題 

地域に住む誰もが地域で孤立することなく、自立した生活を送れるような地域づくりが

求められています。 

●2001（平成13）年10月に配偶者からの暴力を防止し、被害者の保護等を図るこ

とを目的とした「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ
21防止法）」が施行されました。 

●2015（平成27）年4月に「生活困窮者自立支援法」が施行され、生活困窮者の把

握や支援策、他の地域福祉施策との連携について盛り込むこととしています。 

●2016（平成28）年８月には「再犯の防止等の推進に関する法律」が施行され、

罪を犯した高齢者、障がい者等に対し、適切な保健医療•福祉サービスが提供され

るよう、関係機関における体制整備及び充実を図るための必要な支援が求められて

います。 

●生活保護の相談については、宮城県仙台保健福祉事務所による生活保護相談にて対

応しています。 

●町民アンケート調査では、地域で生活困窮者を支えることが必要かについては、

「とても必要だと思う」及び「必要だと思う」を合わせると、64.6％となってお

り、計画策定時の56.5％から、支援の必要性が浸透しているとみられます。 

●関係団体アンケート調査では、生活困窮等に関することで困っていることとして、

「母子家庭や生活保護受給者以外の「隠れ貧困」世帯が、増加傾向」といった事例

が挙げられています。 

 

■施策 

①生活困窮者等の把握と支援  ②罪を犯した人や被害にあった方の自立支援  

③就労支援の推進 

 

 

 

  

 
21 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは、配偶者、内縁の妻・夫、婚約者、恋人など親密な間柄にある人から一方的

に受ける暴力 

生活困窮者を地域で支えることが必要だと

感じている町民の割合 

現状値 

（2019年） 

56.5％ 

目標値 

（2028年） 

70.0％ 

中間値 

（2022年） 

64.6％ 



103 
 

①生活困窮者等の把握と支援 

住民に身近な窓口である町では、県と連携し生活困窮者や生活保護に関する情報、引きこもり

の方の情報を把握し、関係機関と連携した支援体制の構築に取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●生活に困窮している人を発見したら、民生委員•児童委員や町、地域包括支援センターに知らせま

しょう。 

●生活に困窮している家庭は、家庭内で抱え込まず、身近な人や町、地域包括支援センターに相談

しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●生活困窮者の自立に向けて、一時的な資金の補助や必要に応じて、県社会福祉協議会が実施する

福祉資金の申請を行います。 

●生活困窮に関する相談者が複合的な課題を抱えている場合に、相談者の状況に応じて支援が行え

るよう、関係機関とのネットワークづくりや協力体制の充実に取り組みます。 

●民生委員・児童委員と地域で必要な支援の把握や地域資源の活用方法の検討に取り組みます。 

 

行政で取り組むこと 

●行政機関における各窓口業務での生活困窮者の早期発見に努めます。 

●関係機関等と連携し、生活困窮者及びその疑いのある人（生活保護相談者、引きこもり等）を早

期に把握し、県や自立相談支援機関等へとつなぎます。 

●社会福祉協議会と協働し、地域で必要な支援の把握や協力体制の充実に取り組みます。 

●本人や家族の心身や経済的な状況に応じて、関係機関と連携して必要な支援を行います。 
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②罪を犯した人や被害にあった方の自立支援 

罪を犯した人や被害にあった方が地域で孤立することなく、かつ社会復帰できるよう、状況把

握や支援体制の構築に取り組むとともに、男女共同参画を推進し、性別による権利侵害やDV等暴

力からの保護と自立支援が円滑に図られるように取り組みます。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●権利侵害やDVについての正しい知識を持ちましょう。 

●DV等暴力を受けている場合は一人で抱え込まず、警察や行政の相談窓口に相談しましょう。 

●犯罪を防止しましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●人権擁護委員、保護司、行政等と連携し、権利侵害やDV等に関する相談窓口の周知を図ります。 

 

行政で取り組むこと 

●関係機関と協力し、DV等暴力の防止に向けた取り組みを行います。 

●人権、行政、生活相談、配偶者暴力相談（DV被害者サポート）など、専門相談窓口の開設及び周

知・対応を図ります。 

●本人の状況に応じて関係機関と連携して支援します。 

●再犯防止を進めるため、関連施策を検討します。【新規】 
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③就労支援の推進 

就労に困難を抱える人が適切な仕事に就くことができるよう、関係機関と連携し、就労支援を

行います。 

 

町民・地域ではこんなことに取り組みましょう 

●就労に関する支援制度や相談窓口の情報を集めましょう。 

●就労に向けて、各相談機関やハローワークに行きましょう。 

 

社会福祉協議会で取り組むこと 

●様々な事業や相談を通して、就労支援が必要な人の把握に努めます。 

●就労支援に向けて、福祉以外の様々な分野との連携に取り組みます。 

 

行政で取り組むこと 

●就労に関する支援制度や相談窓口の周知・対応に取り組みます。 

●ハローワークや関係機関と連携し、段階に応じた適切な障がい者等の雇用の推進に取り組みま

す。 

●県が推進する農福連携等についても視野に入れ、検討を進めます。 
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第６章 計画推進体制と評価 

１ 計画内容の周知徹底 
町民一人ひとりが地域における支え合いやふれあいの必要性、地域福祉の重要性を理解し、本

計画に掲げる取り組みを実践•継続していけるよう、広報•社協だよりやホームページで計画内

容を公表するとともに、計画内容を啓発冊子にまとめた概要版を作成し、配布します。また、各

種行事や活動の中で計画内容の広報•啓発に努め、町民への周知徹底に努めます。 

 

２ 社会福祉協議会の発展強化 
全国社会福祉協議会では、2017（平成29）年５月に策定された『社協•生活支援活動強化方

針（行動宣言と第２次アクションプラン）』において、地域共生社会の実現に向けた５つの行動

宣言と「あらゆる生活課題への対応と地域のつながりの再構築」の２つを強化方針の柱と定め、

強化方針の実現に向けた社会福祉協議会としての取り組みが示されています。 

そのため大和町社会福祉協議会では、これまでの事業や取り組みを検証し、上記の「強化方針」

等に基づく、今後の展望を明確にするため、地域福祉活動計画と地域福祉計画を一体的に策定し、

地域の関係者や行政と連携して地域福祉の推進に努めます。 

そのため今後、地域における新たな福祉ニーズの把握や相談支援体制の強化、組織内における

職員の育成や共同募金•基金などの民間財源の活用による自主財源の確保を図ります。また、

2016（平成28）年の社会福祉法の改正により、責務とされている社会福祉法人の「公益的な取

り組み」の推進に向けて、社会福祉法人や福祉施設との連携を強化します。 

 

３ 関係機関との連携 
町民が地域福祉活動に積極的に取り組むことができるよう、町内会、民生委員•児童委員、ボ

ランティア団体、ＮＰＯ法人、その他各種の関係機関•団体と連携を図りながら、地域福祉の推

進に取り組みます。 

また、町においては、地域福祉施策の推進にあたって、福祉施策以外に日常生活に関連する分

野との調整や協力等が行えるよう、関係各課との連携を図り、総合的かつ横断的な施策の推進、

また、事業の効果等も踏まえ、地域づくりに資する複数の事業の一体的実施に向けた連携体制の

強化に努めます。さらに、財政状況を踏まえ、新たな民間活力や民間資金の活用を検討します。 

 

４ 個人情報の保護の徹底 
相談や支援の実施にあたって、対象となる本人やその家族について、町や社会福祉協議会、事

業者等が個人情報に関わる場面があります。支援を受けても、これまで通り安心して地域で生活

を続けられるよう、把握した個人情報の保護は関係者に徹底し、情報漏洩を防止します。 
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５ 計画の進捗管理 

本計画の進行管理にあたっては、庁内の関係各課等との施策の調整等を行うなど、横断的な連

携による一体的な計画の推進に努めます。 

また、計画の点検•評価については、ＰＤＣＡサイクルに基づいて実施します。ＰＤＣＡサイ

クルとは、計画（Plan）をたて、それを実行（Do）し、実行の結果を評価（Check）して、さ

らに計画の見直し（Action）を行うという一連の流れをシステムとして進めていく方法です。 

特に評価（Check）方法については、資料編「４ 該当事業一覧」に基づく評価シートを作成

し、毎年度、事業や取り組みの進捗状況等を把握し、より効果的な計画の推進に努めます。 

また、本計画の毎年度の進捗状況を「大和町地域福祉計画推進協議会•地域福祉活動計画推進

委員会」に報告し、点検•評価を継続的に行います。そして本計画の中間年度及び最終年度には、

推進協議会において成果目標の達成状況の把握と計画の中間評価•見直しを行います。 

なお、取り組みを点検•評価した内容については、広報や社協だより等を使用して町民に広く公

開します。 

 

■計画の進捗管理におけるPDCAサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（計画） 

地域福祉計画• 
地域福祉活動計画の策定 

やるべきことを決めよう 

Action（改善） 

施策•事業の見直し•修正 
推進協議会等による見直し 

見直そう 地域福祉の推進 

Do（実行） 

町や社協の事業• 
住民の取り組み 

やってみよう 

Check（評価） 

振り返ろう 
計画の推進状況の確認 

推進協議会による評価 
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資料編 

１ 大和町地域福祉計画推進協議会設置要綱 
第１章 地域福祉計画推進協議会 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107条の規定に基づき、大和町地域福祉計画（以

下「計画」という。）を策定し、計画の進捗状況を管理し、必要とすべき措置についての意見を聴

き、もつて計画の総合的な推進に資するため、大和町地域福祉計画推進協議会（以下「協議会」と

いう。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について審議する。 

（１）計画の策定に関すること。 

（２）計画の推進に関すること。 

（３）前2号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた事項に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員15人をもつて組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１）住民代表者 

（２）保健•医療•福祉関係者 

（３）民生委員•児童委員 

（４）学識経験を有する者 

（５）関係行政機関の職員 

（６）その他町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、協議会を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

４ 会長は、必要あると認めるときは、協議会に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見を聴



109 
 

くことができる。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、福祉課において処理する。 

 

第２章 地域福祉計画策定庁内委員会 

（設置） 

第８条 計画の位置付けから、庁内での協議、連携を必要とすることから庁内に地域福祉計画策定庁

内委員会（以下「委員会」）を設置する。 

（所掌事務） 

第９条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

（１）計画策定の素案に関すること。 

（２）計画推進に関すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた事項に関すること。 

（組織） 

第10条 委員会委員は、町長が指名するものとし、別紙の職にあるもので組織する。 

（委員長及び副委員長） 

第11条 委員会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は、副町長とし委員会を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、福祉課長の職にあるものとし委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第12条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

４ 委員会は、必要あると認めるときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見を

聴くことができる。 

（庶務） 

第13条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 

 

附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成29年９月１日から施行する。 

附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年９月１日から施行する。  
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２ 大和町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 大和町における地域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）を策定するため、大和町地

域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）活動計画の策定に関すること 

（２）その他活動計画の策定に必要な事項に関すること 

（委員） 

第３条 委員会の委員は、15名以内をもつて組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから大和町社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）が委嘱す

る。 

（１）学識経験者 

（２）自治組織等に所属する者 

（３）社会福祉関係団体に所属する者 

（４）民生委員児童委員 

（５）NPO・ボランティア団体に所属する者 

（６）社会福祉事業に携わる者 

（７）社会福祉関係機関に所属する者 

（８）その他会長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は３年とする。 

２ 選出委員に欠員が生じた場合の補充委員の任期は前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、会務を総理し委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し会議の議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、関係職員等を会議に出席を求め、その意見又は説明を求

めることができる。 

（費用弁償） 

第７条 委員が委員会に出席したときは、別表１により費用を弁償する。ただし関係行政機関の職員

である委員には支給しない。 
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（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、事務局に置く。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか委員会の設置に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

２ 活動計画を円滑に進めるために、計画策定後はこの委員会を「地域福祉活動計画推進委員会」と

して進捗評価及びその他必要な調査研究を行う。 

 

別表１ 費用弁償の額 

日額 3,000円 

 

附  則 

１ この要綱は、平成29年８月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の日以後最初に開かれる委員会は、第６条第１項の規定にかかわらず、会長が

招集する。 

３ この要綱は、令和２年10月１日から施行する。 
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３ 委員名簿 

（１）地域福祉計画推進協議会委員・ 

地域福祉活動計画推進委員会委員名簿 

No 氏名 備考 

1 花 里  陽 子 学識経験者（会長） 

2 小 川   実 区長会（副会長） 

3 相 澤  さだ子 保健推進員会 

4 下 塚  定 子 ボランティア友の会 

5 堀 田  多美夫 身体障害者福祉協会 

6 菅 原  正 郎 老人クラブ連合会 

7 遠 藤  弥一郎 子ども・子育て会議 

8 佐々木  裕 美 子育てサークル代表者 

9 中 島  一 郎 シルバー人材センター 

10 伊 藤  正 和 医療関係者 

11 貝 田  浩 幸 社会福祉法人 永楽会 

12 武 藤  哲 哉 宮城県社会福祉協議会 

13 鈴 木  利 一 民生委員・児童委員協議会 

14 樋ノ浦  有 子 仙台公共職業安定所大和出張所 

15 阿 部  洋 子 宮城県保健福祉部社会福祉課 

※中間評価時点での委員（任期～2026年９月30日） 
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（２）地域福祉計画策定庁内委員会委員名簿 

No 氏名 備考 

1 浅 野  喜 高 副町長（委員長） 

2 千 葉  正 義 総務課長 

3 児 玉  安 弘 財政課長 

4 遠 藤  秀 一 教育委員会教育総務課長 

5 江 本  篤 夫 まちづくり政策課長 

6 大 友   徹 健康推進課長 

7 亀 谷   裕 都市建設課長 

8 村 田  充 穂 子ども家庭課長 

９ 蜂 谷  祐 士 福祉課長 

※中間評価時点での委員（任期～2026年９月30日） 
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４ 該当事業一覧 

 

事業・取り組み名 担当課 備考 

１ みんなで支え合う地域づくり 

 （１）福祉意識の醸成 

  ①地域福祉に関する普及啓発 

   地域活動への男女共同参画の推進 総務課  

   福祉のまちづくりの推進 社会福祉協議会  

   赤い羽根共同募金（歳末たすけあい運動）の実施 社会福祉協議会  

  ②福祉教育の推進 

   学校での福祉教育の推進 教育総務課  

   地域福祉やボランティア活動に関する町民意識の啓発 社会福祉協議会  

  ③障がい者への理解・配慮の促進 

   障がいへの理解の促進 福祉課  

   差別解消に向けた取り組みの推進 福祉課  

   町職員及び関係機関等における合理的配慮の推進 
総務課 

福祉課 
 

 （２）地域福祉活動の充実 

  ①多様な担い手の育成 

   地域活性化・地域づくり推進事業 まちづくり政策課  

   学校教育推進ボランティア活動の支援 

（地域学校協動活動運営委員会） 
生涯学習課  

   家庭教育サポートチーム事業 

（子育てサポーター養成） 
生涯学習課  

  ②見守り活動の推進 

   あんしんコールセンターサービス事業 福祉課  

   配食サービス事業 福祉課  

   水道メーター検針時の安否確認 上下水道課  

  ③ボランティア活動の強化 

   ボランティア講座やリーダー研修会の開催 社会福祉協議会  

   ボランティア交流会の開催 社会福祉協議会  
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事業・取り組み名 担当課 備考 

２ 人と人がつながる地域づくり 

 （１）地域のつながりの強化 

  ①地域での交流の促進 

   生活支援体制整備事業 福祉課  

   スポーツ推進事業 生涯学習課  

   公共用施設の活用検討 財政課等  

   多様な交流機会の創出 社会福祉協議会  

  ②つながって生きることの推進 

   自死予防の推進 健康推進課  

   学校におけるSOS教育 教育総務課  

   日常的な交流の場・機会の創出 社会福祉協議会  

   地域福祉活性化事業 社会福祉協議会  

   地域活動支援センターの運営 社会福祉協議会  

  ③集いの場の充実 

   地域福祉活性化事業 

（となりぐみ活き生きサロン） 
福祉課  

 （２）地域課題の解決に向けた体制整備 

  ①複合化した課題に対応する体制の構築 

   
社会福祉協議会を中心とした健康、福祉、生涯学習、

まちづくり等関連する民間団体や関係機関の連携によ

る地域福祉ネットワークの整備・充実 

福祉課  

   包括的な支援体制の整備 福祉課  

   切れ目のない支援体制の充実 
健康推進課 

子ども家庭課 
 

  ②関係機関との連携強化 

   保健・医療・福祉の連携 

子ども家庭課 

健康推進課 

福祉課 

 

   地域ケア会議の運営・充実 
子ども家庭課 

福祉課 
 

   町内立地企業における企業内保育の促進 子ども家庭課  

   生活支援体制整備事業の実施 社会福祉協議会  
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事業・取り組み名 担当課 備考 

３ 安心して暮らせる地域づくり 

 （１）防犯・防災対策の推進 

  ①地域の防災力の向上 

   自主防災組織育成支援事業 総務課危機対策室  

   
町民向け総合防災訓練、消防団員向け水防訓練、消防

操法訓練等の実施 
総務課危機対策室  

   防災・防火に関する自主防災組織講習会の開催 総務課危機対策室  

   
婦人防火クラブ、幼・少年防火クラブ、事業所等の 

防火組織の育成支援 
総務課危機対策室  

   災害ボランティアセンター研修会の開催 社会福祉協議会  

   ひとり暮らし高齢者への災害時非常持出し袋の配布 社会福祉協議会  

   
民生委員・児童委員協議会作成の災害時要援護者 

マップの活用 
社会福祉協議会  

  ②地域の防犯体制の強化 

   町内各地区の防犯パトロール隊の活動推進・支援 総務課危機対策室  

   防犯協会に協力する組織体制の育成・支援 総務課危機対策室  

   消費生活講座等消費者を対象とした各種講座の開催 総務課  

 （２）生活環境の整備 

  ①暮らしやすい住宅・地域の整備 

   
母子・父子家庭への公営住宅や保育所の優先利用制度

の適用 

子ども家庭課 

都市建設課 
 

   
公共施設へのスロープ、障がい者用トイレ、手すり等

の設置 
財政課等  

   公共施設等のバリアフリー化 財政課等  

   子育て世帯等移住・定住応援事業 まちづくり政策課 新規事業 

  ②交通・移動手段の整備 

   デマンドタクシー・町民バスの運行 まちづくり政策課  

   
道路改良工事にあわせた歩・車道の分離や歩道の段差

解消 
都市建設課  

   防犯灯、街路灯等の整備 都市建設課  

   移動手段の確保・負担の軽減 まちづくり政策課  

   高齢者・福祉（障がい者）タクシーの利用助成 福祉課  

 （３）健康意識の向上と生きがいづくり 

  ①健康づくり活動の継続と強化 

   健康たいわ21プラン推進事業 健康推進課  

   健康づくり地区組織の育成支援 健康推進課  

   健康教室の開催、自主グループ活動支援 健康推進課  

   介護予防普及啓発事業 福祉課  

  ②多様な活動・社会参加の場の充実 

   まほろば大学の開講等高齢者のための学習教室の開催 
生涯学習課 

公民館 
 

   各種スポーツ教室や大会、スポーツフェアの開催 生涯学習課  
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事業・取り組み名 担当課 備考 

４ 適切な支援が受けられる地域づくり 

 （１）相談支援・情報提供体制の充実 

  ①包括的相談支援体制の充実 

   総合相談事業 福祉課  

   切れ目のない支援体制の充実 健康推進課  

   生活相談所の設置 社会福祉協議会  

  ②情報提供体制の強化 

   「広報たいわ」と町ホームページの充実 総務課  

   行政情報のアクセシビリティの向上 総務課  

   情報提供の充実 社会福祉協議会  

 （２）制度や福祉サービスの強化 

  ①福祉サービスの充実と展開 

   伴走型相談支援・たいわあんしん出産・子育て応援 

ギフト 
子ども家庭課 新規事業 

   認知症総合支援事業 福祉課  

   配食サービス事業 社会福祉協議会  

  ②権利擁護の推進 

   権利擁護に関する支援と各種制度の活用促進 福祉課  

   消費生活相談窓口の配置・充実 総務課  

   日常生活自立支援事業の実施 社会福祉協議会  

  ③虐待の予防と早期対応 

   虐待防止対策等の推進 

子ども家庭課 

福祉課 

健康推進課 

教育総務課 

 

 （３）自立した地域生活の構築 

  ①生活困窮者等の把握と支援 

   生活困窮者等の把握と支援 福祉課  

   生活安定資金・福祉資金の貸付 社会福祉協議会  

   緊急用食料等支援事業の実施 社会福祉協議会  

  ②罪を犯した人へや被害にあった方への自立支援 

   社会を明るくする運動の推進 総務課  

   地域定着支援センター、保護観察所等関係機関との連携 福祉課  

  ③就労支援の推進 

   ハローワーク等関係機関との連携 福祉課  
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５ 策定経過 

 

年月日 会議名等 内容 

2017年（平成29年） 

10月３日 
第１回大和町地域福祉計画推進協議会

•大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

•地域福祉計画について 

•計画策定について 

2017年（平成29年） 

12月１日～12月18日 

大和町地域福祉計画•地域福祉活動計画

策定のためのアンケート調査 
•町内在住20歳以上の町民 

（2,000件配布、うち788件

回収、回収率34.4％） 

2018年（平成30年） 

１月24日～２月７日 

地域福祉に関する関係団体アンケート調

査 
・庁内の福祉関係事業者や団体

等 

（100件配布、うち75件回収、

回収率75.0％） 

2018年（平成30年） 

３月５日午後 

地区懇談会（鶴巣地区） •参加者33名 

2018年（平成30年） 

３月８日午前 

地区懇談会（宮床•小野地区） •参加者18名 

2018年（平成30年） 

３月９日午前 

地区懇談会（吉岡地区） •参加者37名 

2018年（平成30年） 

３月９日午後 

地区懇談会（落合地区） •参加者18名 

2018年（平成30年） 

３月15日午前 

地区懇談会（もみじケ丘•杜の丘地区） •参加者19名 

2018年（平成30年） 

３月15日午後 

地区懇談会（吉田地区） •参加者27名 

2018年（平成30年） 

３月16日 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 •アンケート結果等について 

•策定委員会運営について 

2018年（平成30年） 

３月20日 
第２回大和町地域福祉計画推進協議会•

大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

・町民アンケート調査結果報告

について 

・関係団体アンケート調査結果

報告について 

・地区懇談会の結果報告につい

て 

・2018年度事業計画（案）に

ついて 

2018年（平成30年） 

５月14日 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 •計画策定スケジュール等 

•策定委員会運営について 

2018年（平成30年） 

７月３日 
地域福祉おこし事業研修会（40名参

加） 

第３回大和町地域福祉計画推進協議会•

大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

大和町役場職員、社会福祉協議会職員 

・研修『地域共生社会政策の具

体化と地域包括ケアシステム

の構築』 

講師：大橋謙策氏 

2018年（平成30年） 

７月４日 
地域福祉おこし事業研修会 

対象：推進協議会、一般住民 

（234名参加） 

・『あなたの老後は誰がみる～

福祉でまちづくり』 

講師：大橋謙策氏 

会場：まほろばホール 
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2018年（平成30年） 

７月18日 
第４回大和町地域福祉計画推進協議会•

大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

•地域福祉おこし事業報告 

•地域福祉計画•地域福祉活動

計画骨子案について 

2018年（平成30年） 

10月10日 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 •地域福祉計画•地域福祉活動

計画素案について 

2018年（平成30年） 

10月24日 
第５回大和町地域福祉計画推進協議会•

大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

•地域福祉計画•地域福祉活動

計画素案について 

2018年（平成30年） 

11月１日～11月16日 

パブリックコメント 

（計画素案に対する町民意見の募集） 
•意見件数０件 

2018年（平成30年） 

11月21日 
第６回大和町地域福祉計画推進協議会•

大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

•パブリックコメントの報告 

•地域福祉計画•地域福祉活動

計画素案について 

2018年（平成30年） 

12月５日 

大和町議会 全員協議会説明 •地域福祉計画•地域福祉活動

計画案について 

2019年（平成31年） 

１月18日 
第７回大和町地域福祉計画推進協議会•

大和町地域福祉活動計画策定委員会 

大和町地域福祉計画策定庁内委員会 

•地域福祉計画•地域福祉活動

計画案について 

•概要版（案）について 

2019年（平成31年）3月 大和町地域福祉計画・地域福祉活動計画

完成 

 

2022年（令和4年） 

10月14日～10月28日 
大和町地域福祉計画・地域福祉活動計

画中間見直しのためのアンケート調査 

町内在住18歳以上の町民

（2,000件配布） 

2022年（令和4年） 

11月16日～11月31日 
大和町地域福祉計画・地域福祉活動計

画中間見直しのためのアンケート調査 

関係団体アンケート町内に拠点

のある福祉団体・法人 

（100件配布） 

2023年（令和5年） 

3月23日 
令和4年度第1回大和町地域福祉計画

推進協議会・大和町地域福祉活動計画

推進委員会 

・町民アンケート結果について 

2023年（令和5年） 

10月24日 
令和5年度第1回大和町地域福祉計画

推進協議会・大和町地域福祉活動計画

推進委員会 

・地域福祉計画見直し案の進捗

について 

2023年（令和5年） 

12月11日 

～2024年（令和6年） 

1月10日 

パブリックコメント 

（計画中間見直し案に対する町民意見

の募集） 

・意見件数２件 

2023年（令和6年） 

1月18日 
第1回大和町地域福祉計画策定庁内委

員会 

・地域福祉計画見直し案の進捗

について 

・パブリックコメントについて 

2024年（令和6年） 

1月29日 
令和5年度第2回大和町地域福祉計画

推進協議会・大和町地域福祉活動計画

推進委員会 

・地域福祉計画見直し案の進捗

について 
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